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１．委員会の構成 

 

委 員 長  樋 口 博 己  

副委員長  樋 口 龍 馬 

委  員  荒 木 美 幸   石 川 善 己   伊 藤 嗣 也 

  伊 藤 昌 志   井 上  進   太 田 紀 子    

      小 川 政 人   荻 須 智 之   小 田 あ け み 

  加 納 康 樹   川 村 幸 康   後 藤 純 子 

      小 林 博 次   笹 井 絹 予   笹 岡 秀 太 郎 

            竹 野 兼 主      谷 口 周 司   土 井 数 馬 

   豊 田 祥 司      豊 田 政 典   中 川 雅 晶 

      中 村 久 雄      日 置 記 平   平 野 貴 之 

   三 木  隆   村 山 繁 生     森   智  子 

         森  康 哲   森 川  慎     諸 岡  覚 

 山 口 智 也 
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２．委員会開催状況 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和２年５月18日（月） 

                                     全員協議会室 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

（３）産業生活分科会長報告・報告に対する質疑 

（４）都市・環境分科会長報告・報告に対する質疑 

 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

 

 

３．全体会審査 

 

 

 

４．討論・採決 

○議案第１号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第２号） 

〇議案第２号 令和２年度四日市市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

〇議案第３号 令和２年度四日市市水道事業会計第１回補正予算 

 

 

 

５．その他 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 01_５月開会議会 － 02_予算常任委員会－ 01_令和２年５月18日 
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予 算 常 任 委 員 会 事 項 書 

令和２年５月19日(火) 

                                                                 全員協議会室 

 

１．委員長の互選について  

 

 

 

 

２．副委員長の互選について  

 

 

 

 

３．分科会の設置について  

 

 

 

 

４．理事会の設置について  

 

 

-4-



予 算 常 任 委 員 会 事 項 書 

 

令和２年６月１日(月) 

                                                                 全員協議会室 

 

１．理事の選任について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附帯決議に係る対応状況について  

 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※配付資料 … 事項書、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 02_休会中(５～６月)－02_予算常任委員会－01_令和２年６月１日 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和２年６月26日（金） 

                                10:00～ 全員協議会室 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

（３）産業生活分科会長報告・報告に対する質疑 

（４）都市・環境分科会長報告・報告に対する質疑 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

（１）肉用牛農家経営安定支援事業費補助金について〔産業生活分科会〕 

 

４．討論・採決 

 ○議案第９号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第３号） 

 ○議案第19号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第４号） 

 

５．令和２年度一般会計予算に対する附帯決議について 

（１）使用済み紙おむつ回収事業について 

 

６．その他 

（１）休会中の予算常任委員会について 

日 程 ： ８月７日（金）午後１時から 

項 目 ： 附帯決議に係る対応状況について 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞  

03_６月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序（その２） 

令和２年６月29日（月） 

                                10:00～ 全員協議会室 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

（２）新型コロナウイルス感染症関連経費（保育幼稚園課）について 

 

 

４．討論・採決 

 ○議案第９号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第３号） 

 ○議案第19号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第４号） 

 

 

５．令和２年度一般会計予算に対する附帯決議について 

（１）使用済み紙おむつ回収事業について 

 

 

６．その他 

（１）休会中の予算常任委員会について 

日 程 ： ８月７日（金）午後１時から 

項 目 ： 附帯決議に係る対応状況について 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞  

03_６月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 04の①_８月緊急議会  － 02_予算常任委員会 

 

 
予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

 

令和２年８月７日(金) 

                                                                 全員協議会室 

 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

※各分科会から上げられた項目はなし 

  

４．討論・採決 

 ○議案第20号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第５号） 

  

５．新型コロナウイルス感染症関連経費（保育幼稚園課）に対する附帯決議への対応  

について  

 

６．附帯決議に係る対応状況について  

 

７．その他  
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和２年９月15日（火） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

（３）産業生活分科会長報告・報告に対する質疑 

（４）都市・環境分科会長報告・報告に対する質疑 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

（※各分科会から上げられた項目はなし 

 

４．討論・採決 

 ○議案第25号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第６号） 

○議案第26号 令和２年度四日市市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

５．その他 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 05_８月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 07_12月定例月議会  － 02_予算常任委員会 

 

 
予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

 

令和２年12月14日(月) 

                                                                 全員協議会室 

 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

※各分科会から上げられた項目はなし 

 

  

４．討論・採決 

 ○議案第68号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第８号） 

 

  

５．その他  
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和２年12月21日（月） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

（３）産業生活分科会長報告・報告に対する質疑 

（４）都市・環境分科会長報告・報告に対する質疑 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

※各分科会から上げられた項目はなし 

  

４．討論・採決 

○議案第50号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第７号） 

○議案第51号 令和２年度四日市市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

○議案第52号 令和２年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計補正予算（第１号） 

○議案第53号 令和２年度四日市市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

○議案第54号 令和２年度四日市市水道事業会計第２回補正予算 

○議案第55号 令和２年度市立四日市病院事業会計第１回補正予算 

○議案第56号 令和２年度四日市市下水道事業会計第１回補正予算 

 

５．協議会 

（１）四日市市総合計画推進計画ローリング（令和２年度→令和３年度） 

   四日市市行政改革プラン2020（令和２年度～令和４年度） 

   四日市市の中期財政収支見通し 

（２）笹川西小学校跡地及び笹川西公園の再編 

  

６．政策サイクル＜決算審査と予算審査の連動について＞ 

  

７．その他 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 07_12月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和３年２月12日（金） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

１．分科会長報告・質疑 

（１）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）産業生活分科会長報告・報告に対する質疑 

（３）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

※各分科会から上げられた項目はなし 

 

 

４．討論・採決 

 ○議案第122号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第９号） 

 

 

５．その他 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 09_２月定例月議会 － 02_予算常任委員会 － 001_令和３年２月12日 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和３年３月12日（金） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

１．分科会長報告 

（１）総務分科会長報告 

（２）教育民生分科会長報告 

（３）産業生活分科会長報告 

（４）都市・環境分科会長報告 

 

２．分科会長報告に対する質疑 

（１）総務分科会長報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告に対する質疑 

（３）産業生活分科会長報告に対する質疑 

（４）都市・環境分科会長報告に対する質疑 

 

３．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

４．全体会審査 

〔審査項目〕 

（１） 緊急告知ラジオ購入支援事業について 

（２） 市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用事業について 

（３） 予算の３％シーリングについて 

（４） 地区市民センター機能強化事業（電気自動車配備）について 

（５） 院内託児所事業について 

 

５．討論・採決 

○議案第70号  令和３年度四日市市一般会計予算 

○議案第71号 令和３年度四日市市競輪事業特別会計予算 

○議案第72号 令和３年度四日市市国民健康保険特別会計予算 

○議案第73号 令和３年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算 

○議案第74号 令和３年度四日市市土地区画整理事業特別会計予算 

○議案第75号 令和３年度四日市市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

○議案第76号 令和３年度四日市市農業集落排水事業特別会計予算 

○議案第77号 令和３年度四日市市介護保険特別会計予算 

○議案第78号 令和３年度四日市市後期高齢者医療特別会計予算 

○議案第79号 令和３年度四日市市水道事業会計予算 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 09_２月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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○議案第80号  令和３年度市立四日市病院事業会計予算 

○議案第81号 令和３年度四日市市下水道事業会計予算 

○議案第82号 令和３年度四日市市桜財産区予算 

○議案第123号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第10号） 

○議案第124号 令和２年度四日市市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

○議案第125号 令和２年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計補正予算（第２号） 

○議案第126号 令和２年度四日市市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

○議案第127号 令和２年度四日市市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

○議案第128号 令和２年度四日市市下水道事業会計第２回補正予算 

○議案第129号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

６．提言事項の検証・整理について 

 

 

７．新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた市主催行事対応方針見直し等の経緯について 

 

 

８．附帯決議に係る対応状況について（保育士等人材確保事業） 

 

 

９．その他 

（１）令和２年定例会予算常任委員会年間白書について 

-14-



 

 

予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序（その２） 

令和３年３月15日（月） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

３．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

４．全体会審査 

〔審査項目〕 

（１） 緊急告知ラジオ購入支援事業について 

（２） 市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用事業について 

（３） 予算の３％シーリングについて 

（４） 地区市民センター機能強化事業（電気自動車配備）について 

（５） 院内託児所事業について 

 

５．討論・採決 

○議案第70号  令和３年度四日市市一般会計予算 

○議案第71号 令和３年度四日市市競輪事業特別会計予算 

○議案第72号 令和３年度四日市市国民健康保険特別会計予算 

○議案第73号 令和３年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算 

○議案第74号 令和３年度四日市市土地区画整理事業特別会計予算 

○議案第75号 令和３年度四日市市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

○議案第76号 令和３年度四日市市農業集落排水事業特別会計予算 

○議案第77号 令和３年度四日市市介護保険特別会計予算 

○議案第78号 令和３年度四日市市後期高齢者医療特別会計予算 

○議案第79号 令和３年度四日市市水道事業会計予算 

○議案第80号  令和３年度市立四日市病院事業会計予算 

○議案第81号 令和３年度四日市市下水道事業会計予算 

○議案第82号 令和３年度四日市市桜財産区予算 

○議案第123号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第10号） 

○議案第124号 令和２年度四日市市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

○議案第125号 令和２年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計補正予算（第２号） 

○議案第126号 令和２年度四日市市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

○議案第127号 令和２年度四日市市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

○議案第128号 令和２年度四日市市下水道事業会計第２回補正予算 

○議案第129号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 09_２月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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６．提言事項の検証・整理について 

 

 

 

７．新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた市主催行事対応方針見直し等の経緯について 

 

 

 

８．附帯決議に係る対応状況について（保育士等人材確保事業） 

 

 

 

９．その他 

（１）令和２年定例会予算常任委員会年間白書について 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序（その３） 

令和３年３月16日（火） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

 

４．全体会審査 

〔審査項目〕 

（１）緊急告知ラジオ購入支援事業について 

（５）院内託児所事業について 

 

 

５．討論・採決 

○議案第70号  令和３年度四日市市一般会計予算 

○議案第71号 令和３年度四日市市競輪事業特別会計予算 

○議案第72号 令和３年度四日市市国民健康保険特別会計予算 

○議案第73号 令和３年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算 

○議案第74号 令和３年度四日市市土地区画整理事業特別会計予算 

○議案第75号 令和３年度四日市市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

○議案第76号 令和３年度四日市市農業集落排水事業特別会計予算 

○議案第77号 令和３年度四日市市介護保険特別会計予算 

○議案第78号 令和３年度四日市市後期高齢者医療特別会計予算 

○議案第79号 令和３年度四日市市水道事業会計予算 

○議案第80号  令和３年度市立四日市病院事業会計予算 

○議案第81号 令和３年度四日市市下水道事業会計予算 

○議案第82号 令和３年度四日市市桜財産区予算 

○議案第123号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第10号） 

○議案第124号 令和２年度四日市市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

○議案第125号 令和２年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計補正予算（第２号） 

○議案第126号 令和２年度四日市市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

○議案第127号 令和２年度四日市市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

○議案第128号 令和２年度四日市市下水道事業会計第２回補正予算 

○議案第129号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 

 

 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 09_２月定例月議会 － 02_予算常任委員会 
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６．提言事項の検証・整理について 

 

 

 

７．新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた市主催行事対応方針見直し等の経緯について 

 

 

 

８．附帯決議に係る対応状況について（保育士等人材確保事業） 

 

 

 

９．その他 

（１）令和２年定例会予算常任委員会年間白書について 
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予 算 常 任 委 員 会  審 査 順 序 

令和３年４月30日（金） 

                                 10:00～ 全員協議会室 

１．分科会長報告・質疑 

（１）総務分科会長報告・報告に対する質疑 

（２）教育民生分科会長報告・報告に対する質疑 

 

 

２．全体会審査で取り扱う事項の追加提案 

 

 

３．全体会審査 

〔審査項目〕 

※各分科会から上げられた項目はなし 

 

 

４．討論・採決 

 ○議案第135号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第２号） 

 

 

５．その他 

 

※配付資料 … 審査順序、資料 

＜会議用システム内のフォルダ＞ 11_４月閉会議会 － 02_予算常任委員会 

-19-



 

 

 

 

 

 

 

 

３．委員長報告 
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予算常任委員会委員長報告（令和２年５月開会議会）  

 

予算常任委員会に付託されました関係議案につきまして、当

委員会における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

審査に当たりましては、まず、総務、教育民生、産業生活、

都市・環境の４分科会において、おのおのの所管に属する事項

について詳細な審査を行いました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

 この中で、ひとり親家庭等生活困窮対策給付金給付事業費、

ひとり親家庭等生活困窮対策給付金給付事務費に関し、給付対

象を児童扶養手当受給者に限ったことについて、委員からは、

国の特別定額給付金は国民一律に 10万円を給付すると決められ

ているのだから、当給付金についてもそれに倣って、ひとり親

家庭に対し一律に、子供１人につき３万円を給付すべきである

のに児童扶養手当受給者に限定している。子育てするならよっ

かいちと謳うのであれば、児童扶養手当受給者に限定せず、ひ

とり親家庭に給付するという考え方に改めるよう強く要望する

との意見がありました。  

また、他の委員からは、この制度を構築するにあたり、新型

コロナウイルス感染症対策室とこども未来部で、どちらに権限

があったのか。また、現場対応を行っている部局に事務的な事

業を所管させているなど、全体的に本市でどういった権限と事
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務分掌の仕分けをしたのかを明確にし、市民に不利益が被るこ

とのないよう強く求めたいとの意見がありました。  

また今回の委員会審査を通じて、補正予算の議決を経る前に

既決予算の流用によってマスクを購入していることなどに関し、

議会に諮った上で事を進めるべきではなかったかとの意見が、

各分科会の審査等において散見されました。当議会において新

型コロナウイルス感染拡大防止のため会議が自粛となっていた

中においても、事前に議会と協議する中で予算を執行していく

ことが本来ではなかったかということについて、ここに強く指

摘をいたします。  

そのほか、全体会において、委員から追加提案された事項は

ありませんでした。  

次に、当委員会に付託された議案の討論において、議案第１

号令和２年度四日市市一般会計補正予算（第２号）について、

委員からは、新型コロナウイルス感染症関連経費におけるマス

クの購入について、マスクの需要や購入金額を勘案すると、必

要性は低いと考えることから反対するとの意見表明がありまし

た。  

次に議案の採決においては、議案第１号令和２年度四日市市

一般会計補正予算（第２号）については、賛成多数により可決

すべきものと決しました。その他、議案第２号令和２年度四日

市市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）及び議案第３号

令和２年度四日市市水道事業会計第１回補正予算については、

別段異議なく、原案のとおり可決すべきものと決した次第であ
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ります。  

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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予算常任委員会委員長報告（令和２年６月定例月議会）  

 

予算常任委員会に付託されました関係議案につきまして、当

委員会における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

審査に当たりましては、まず、総務、教育民生、産業生活、

都市・環境の４分科会において、おのおのの所管に属する事項

について詳細な審査を行いました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

この中で、総務分科会長報告において、新型コロナウイルス

感染症関連経費について、委員から、有事の際に必要な物資に

ついて改めて精査の上、早期に物資備蓄計画を見直すべきであ

るとの意見がありました。  

次に、全体会審査においては、産業生活分科会から申し送ら

れた肉用牛農家経営安定支援事業費補助金に加え、全体会にお

いて追加提案があった新型コロナウイルス感染症関連経費（保

育幼稚園課）について審査を行うこととしたため、審査項目は

合計２項目となりました。  

それでは、全体会審査を行った各項目についてご報告申し上

げます。  
 

１項目めは、肉用牛農家経営安定支援事業費補助金について

であります。  

本件について、産業生活分科会長からは、当該予算について

採決を行ったところ、賛成少数により、否決すべきものと決し

たため、全体会審査に送ることとなったとの報告がありました。 

全体会において、まず委員からは、本事業の対象となる買受

（案）  
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人の定義を確認する質疑があり、理事者からは、基本的には精

肉業を営む者であり、本市場では現在 75 名が登録されていると

の答弁がありました。  

また他の委員からは、生産者への支援は理解できるが、買受

人は安価に牛枝肉を買える状態にもかかわらず、さらに市が買

受人に支援を行ってまで黒毛和牛のブランド維持のために市場

価格に関与するのかとの質疑があり、理事者からは、ブランド

維持だけでなく、買受人にインセンティブを与えることにより、

せりへの参加を促し、取引価格の上昇を誘発し、生産者収入の

増加を図るものであるとの答弁がありました。  

これに対して他の委員からは、本事業については岐阜市の取

り組みを参考にしたとのことであるが、岐阜市の市場は本市と

事情が異なるため、買受人にインセンティブを与えたとしても

高値で取引されるとは限らない。本市に合った仕組みを考える

べきであり、生産者への支援をより手厚くすべきであるとの意

見がありました。  

これを受けて他の委員からは、本市と岐阜市では市場の事情

が異なるが、同様の効果が見込めるとの確証はあるのかとの質

疑があり、理事者からは、岐阜市とは事情が異なるものの、本

事業の実施により市場の活性化を見込んでおり、まずは６カ月

を期限として本事業を実施したいとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、一般消費者に流通する食肉価格へ

の影響を確認したいとの質疑があり、理事者からは、本事業は

Ａ５及びＡ４ランクの黒毛和牛を対象としているため、一般に

流通する食肉に影響を与えることは考えにくいとの答弁があり

ました。  

また他の委員からは、買受人は本市以外の市場でも取引して

いるため、奨励金を交付しても高値で取引されるとは限らない。
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むしろ、生産者の意向が反映された、いわゆる指し値を補填す

るような仕組みがあれば、取り扱い頭数の増加に伴い、買受人

のせりへの参加もふえ、市場原理が働くのではないか。行政が

市場に介入しすぎると、かえって今後、健全な市場性が失われ

るのではないかと危惧するがどうかとの質疑があり、理事者か

らは、生産者支援だけでなくあわせて買受人に奨励金を交付す

ることより、せりへの参加を促し、高値で取引されることを期

待するものである。本事業を実施する中で、その効果について

検証していきたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、生産者支援のための補助金について、

買受人支援のための奨励金よりも交付額を低く設定した理由を

確認したいとの質疑があり、理事者からは、買受人への支援に

より取引価格が上昇することで生産者支援にもつながり、買受

人支援相当の効果が得られると見込み、設定したものであると

の答弁がありました。  

また他の委員からは、コロナ禍において、生産者及び買受人

からはどのような声を受けているのかとの質疑があり、理事者

からは、生産者からは取引価格の下落により経営が苦しいとの

声を、また、買受人からは需要が低迷して冷え込んでおり買い

控えている状況にあるとの声を聞いているとの答弁がありまし

た。  

他の委員からは、そもそも消費の低迷により取引価格が下落

している現状の中、取引価格が戻ったとしても消費が増えると

は考えにくく、流通が健全な状態に戻るわけではない。生産者

を守るための支援は理解できるが、市場の取引価格は流通原理

に任せることが健全であり、買受人への支援により不自然に価

格に関与することについては理解できないとの意見があり、理

事者からは、緊急事態宣言の解除や国の観光回復に向けた施策
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により県外移動が今後見込まれ、消費の拡大が予測されること

から、適正な価格に戻し、適正価格での消費につなげていきた

いとの答弁がありました。  

これに対して委員からは、消費の拡大に伴い、流通量がふえ、

買受人によるせりへの参加もふえ、必然的に取引額が上がると

いったことこそが健全な流通の原理であると考えるとの意見が

ありました。  

また他の委員からは、生産者への支援によって取り扱い頭数

が増加しても、買受人が取引しなければ生産者への支援となら

ないため、両者が両輪となって市場を活性化させるべく、まず

は本事業を試行してはどうかとの意見がありました。  

これを受けて他の委員からは、新型コロナウイルス感染症の

今後の見通しが不透明な中、まずは６カ月間、本事業を実施し

効果検証の上、結果について議会へ報告することとして実施し

てはどうかとの意見がありました。  

また他の委員からは、Ａ５及びＡ４の黒毛和牛のみを従前の

適正価格に戻したとしても消費が喚起されるとは考えにくく、

また、市場に関与しても成功した事例は少ないため、事業実施

後、効果がなければ早期に見直しを図るべきであるとの意見が

ありました。  

また他の委員からは、新型コロナウイルス感染症の流行前後

でせりの落札者数が大きく変わっていない中、買受人への奨励

金交付により高値で取引されるとの判断はどのように行ったの

かとの質疑があり、理事者からは、岐阜市の事例を参考にして

おり、本市においても下落傾向にある取引価格に歯止めをかけ

たいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、本事業の目的は生産者への支援に加え、

畜産公社の活性化を図ることも目的としているとのことだが、
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生産者支援を目的とした事業に畜産公社の活性化という異なる

視点の目的を持たせることに対して違和感を持つとの意見があ

りました。  

これを受けて他の委員からは、議案の説明資料において本事

業の目的に畜産公社の活性化について記載しなかった理由を問

う質疑があり、理事者からは、本事業は一般会計予算として計

上しているため、本来食肉センター食肉市場特別会計で扱うべ

き畜産公社の活性化ついては、説明資料には記載しなかったと

の答弁がありました。  

また他の委員からは、肉用牛一頭あたりの価格は、重量に単

価を掛けて算出しており、一頭あたりの価格が大きく異なるに

もかかわらず、生産者への支援は定額であるため、もっと緻密

に算出すべきである。現状、指し値を下回って取引されている

ことから、この部分について税を投入して生産者を支援すべき

あり、例えば単価による補助額の算出や、指し値を補填できる

ような仕組みであれば本市に合った補助金になると考える。本

予算においてそのような運用を行うことや、買受人への奨励金

に係る予算部分を生産者支援に集中させることについて、予算

執行上可能かどうか確認したいとの質疑があり、理事者からは、

単価による補助額の算出も可能であり、運用上去年の平均取引

単価との差額分の補助を行うこともできると考えている。なお、

買受人への支援については生産者支援と一体的に取り組むもの

なので、提案どおりの制度設計としたいとの答弁がありました。 

これに対して委員からは、産業生活分科会において、実際の

運用に当たっては単価による補助額の算出を行う旨の答弁があ

ったと聞き及んでいるが考え方を確認したいとの質疑があり、

理事者からは、事業費を積算するに当たっては、昨年度の平均

取引額と本年４月の平均取引額の差額による算定を行い、１頭
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当たり７万円となったが、実際の運用においては補助金交付要

綱において、１頭ずつ差額を算出し補助金を交付するものであ

り、単価に基づく算出による運用も可能であるとの答弁があり

ました。  

これに対して委員からは、二つの算出方法を可能とするので

なく、いずれの方法とするかを明確に決めなければ二つの基準

を持つこととなり、混乱をきたすのではないか。また、予算が

認められたのちに補助金交付要綱を整備して補助額の算定方法

を定めるのではなく、本来、算出方法まで定めたのちに提案す

べきではなかったのかとの質疑があり、理事者からは、事業費

の積算に当たっては１頭当たり７万円としたが、実際の運用に

当たっては１頭当たりの取引額または単価のどちらか一方で交

付するものと考えており、単価による算定として交付すること

としたいとの答弁がありました。  
  

２項目めは、新型コロナウイルス感染症関連経費（保育幼稚

園課）についてであります。  

本件については、全体会において委員から、予算額の大半の

事業内容が、分科会において詳細に説明がされないまま、分科

会審査が終了しており、予算の増額修正や附帯決議を付すこと

も含めて、改めて慎重に審査すべきであるとの提案があったた

め、全体会において議論することとしました。  

全体会審査において委員からは、新型コロナ感染症対策事業

費補助金により配備する衛生用品等の公立保育園及びこども園

並びに公立幼稚園への割り当て方法について、現場の声を反映

したものかを確認したいとの質疑があり、理事者からは、園か

らの日頃の保育の状況を通じた要望に基づき各種衛生用品を配

備するものであるとの答弁がありました。  
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また委員からは、当事業により配備するとされている 17 項目

の衛生用品等以外にも、各園から要望があったものはなかった

との質疑があり、理事者からは、現場からはハード面での要望

もあったが、国の補助金交付要綱に適合しているかを勘案の上、

配備する物品等の選択を行ったとの答弁がありました。  

これに対して委員からは、公立幼稚園の現場からは、感染症

対策の一環として、いわゆる３密を回避するために園舎内のホ

ールを使用したいが、空調設備がないため使用がかなわないと

の意見も聞いているが、補助金交付要綱の対象経費にリース料

が含まれている中で、リース契約による空調設備の設置を行わ

ない理由を確認したいとの質疑があり、理事者からは、公立幼

稚園の空調設備は保健室を兼用している職員室と、クラス運営

分の保育室で設置されている状況であるが、混合クラスでの運

営も多い中で、ホールへの設置は行わないこととしたとの答弁

がありました。  

これを受けて委員からは、ホールの空調設備については公立

保育園には既に設置されており、今回の事業実施に当たり、公

立幼稚園の現場から感染症対策として設置を求める意見があっ

たにもかかわらず、実施が見送られているのではないかとの質

疑があり、理事者からは、当事業に関しては衛生用品等の配備

に係る予算を要求したところであるとの答弁がありました。  

他の委員からは、ホールへのエアコン設置に対する現場から

の要望が出された経緯を確認したいとの質疑があり、理事者か

らは、園長からホールへのエアコン設置に対する要望が出され

たことは把握しているとの答弁がありました。  

他の委員からは、幼稚園の園長会からホールへの空調の設置

に対する要望がある中で、衛生用品等の配備に至った理由につ

いて改めて確認したいとの質疑があり、理事者からは、当事業

-30-



 

   - 8 - 

は国の補助金交付要綱の趣旨に鑑み、新型コロナウイルス感染

症対策に係る衛生用品等の購入を前提として予算を要求したも

のであるが、今後、園長会等で現場の声を聞くということもし

っかりと行っていきたいとの答弁がありました。  

他の委員からは、購入予定の衛生用品等を決めるに当たり、

現場がその過程に対して何らの関与ができる余地があったのか

との質疑があり、理事者からは、各園から個別に購入希望物品

等に関する確認はしていないが、日頃の保育の状況を通じて現

場の確認は行っているとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、全ての園を一律に捉えてしまうと、

園児数等、各園の状況も個々に異なることから、一方で必要な

ものであってももう一方では不要なものということも考えられ

るため、柔軟性を持って現場に寄り添った対応が求められるの

ではないかとの意見があり、理事者からは、現場からの意見を

踏まえ、指導保育士や指導教員が加わる中で本件の衛生用品等

の計画を行ったが、今後はより丁寧な対応を心掛けたいとの答

弁がありました。  

また他の委員からは、衛生用品等の調達方法に係る質疑があ

り、理事者からは、順次一括購入していく予定であり、基本的

には入札により行うこととしたいが、品薄の状況下においては

随意契約で行うことも想定される。購入に際しては、応札に係

る公平性を期すため、極力同品質のものになるような仕様書等

にしたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、補助金の上限額が１施設当たり 50 万円

以内となっているが、上限額に達しなかったものについて施設

間で融通するような対応は、法的に可能であるかとの質疑があ

り、理事者からは上限額については施設当たりで定められてい

るため、制度上、そのようなことは行えないとの答弁がありま
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した。  

これを受けて委員からは、全園一律の基準で配備してしまう

と、各園が必要とするものとずれが生じることもあると思われ

るが、各園の要望に基づき購入するというような方法をとるこ

とはできなかったのかとの質疑があり、理事者からは、本件に

ついては今年度末までを期限とする全額国庫補助による事業で

あり、予算の有効活用及び感染症による影響が長期化してしま

った場合の備えという観点から、１施設当たりの上限額 50 万円

にて、衛生用品を中心とした消耗品等の予算を要求したが、今

年度末までの予算執行の際には、各園の希望に応じて必要量を

調整することとしたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、今回の予算において、１施設当たり上

限の 50 万円の予算額が認められたのち、補助金交付要綱に基づ

き使途を決めていくという理解でよいのかとの質疑があり、理

事者からは、基本的にはそのような考え方であり、現場の要望

も聞く中で、最終的には担当部で取りまとめ決定することとし

たいとの答弁がありました。  

他の委員からは、補助対象経費のリース料について、どのよ

うなものが想定されているのか、また、空調設備は対象となり

得るのかとの質疑があり、理事者からは、県に照会したところ、

リース料に関しては国から具体的なものは示されていないが、

当事業の新型コロナウイルス感染症対策という趣旨に照らして

適切と判断されるものが対象となるとのことであった。これか

ら判断すると、例えば空気清浄機のようなものは対象に入って

くるかと思われるが、空調設備については平時でも使用される

ものであり、補助対象にはならないと思料されるとの答弁があ

りました。  
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全体会審査を行った項目についての報告は以上であります。  

こうした議論を経て、委員からは、新型コロナウイルス感染

症関連経費（保育幼稚園課）について、「予算の使途を、各園

が真に必要とし希望する内容とすることを求める附帯決議案」

が提出されました。  

附帯決議案の提案に対する質疑において、委員からは、幼稚

園のホール部分への空調設備の設置についても附帯決議案にて

求める内容に含まれると理解してよいのかとの質疑があり、提

案委員からは、各園から真に必要なものとして要望があるので

あれば、補助金交付要綱の定めに適合しているかを国に照会す

る中で、設置可能であれば対応を求める趣旨を含むものである

との説明がありました。  

また他の委員からは、理事者より、当事業については令和２

年度末までの期間の中で新型コロナウイルス感染症関連予算を

執行していくとの説明があったが、附帯決議を付すことによる

円滑な事業実施への影響はどのように考えているかとの質疑が

あり、提案委員からは、時間的にタイトな中においても取り組

みの実施を求めるものであるとの説明がありました。  

また他の委員からは、予算の使途に係る要望に関し、真に必

要と判断する主体について改めて確認したいとの質疑があり、

提案委員からは、現場の状況や意見を取りまとめた上で、各園

の園長より担当部に要望を上げるものと捉えているとの説明が

ありました。  

なお、肉用牛農家経営安定支援事業費補助金に関し、委員か
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ら、取り組み内容が事業の趣旨に沿ったものとなるよう、修正

案または附帯決議案を提出したいとの意向が示されましたが、

当該委員より、提案の必要性を判断するに当たり、いま一度理

事者に今後の制度運用について確認したいとの要望があったこ

とを受け、本件に限りまして、当委員会としましては理事者に

出席を求め確認を行うことといたしました。  

この中で委員からは、理事者より同事業に係る予算が認めら

れたのちに補助金交付要綱等を定める旨の説明があったが、今

後の運用の中で、より事業の趣旨に沿った支援制度とし得る余

地があると思われる。具体的には、買受人等総合支援事業に関

し、取引市場において落札額が、生産者の意向が反映された、

いわゆる指し値を下回った場合、補助金は交付しないなどの運

用とすることにより、間接的に生産者を支援することにも繋が

り、事業本来の趣旨に沿ったよりよい制度となると考える。理

事者においてこのような対応が可能であれば、修正案等の提案

は見送ることとしたいとの意向が示されました。  

これを受けて理事者からは、委員から指摘のあった内容につ

いては、取引価格の上昇に係るインセンティブを設けるという

事業の趣旨に合致すると考えることから、今後整備する補助要

綱において指摘のあった事項を盛り込んだ上で、今後の制度運

用を行うことは可能であるとの説明がありました。  

このような経緯を経て、当委員会では、補助金交付要綱の整

備、及び、今後の支援制度の運用に当たっては、理事者におい

てさきに述べました委員会にて指摘があった内容を反映したも
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のとすることを確認し、当事業に係る修正案等の提出はなされ

ないこととなりました。  

以上の経過により、当委員会に付託されました２議案につき

ましては、いずれも別段異議なく可決すべきものと決しました。 

そののち、さきに提出のありました、議案第 19 号  令和２年

度四日市市一般会計補正予算（第４号）の附帯決議案について

の審議に入りました。  

まず討論においては、新型コロナウイルス感染症関連経費（保

育幼稚園課）に対する附帯決議案について、委員からは、当委

員会での議論を通じて、真に子供のために必要な対策が講じら

れるものと捉えており、決議を付すまでには及ばないと考える

ことから、附帯決議を付すことに反対するとの意見表明があり

ました。  

次に採決においては、賛成多数により、以下のとおり附帯決

議を付すことと決しました。  

附帯決議。  

当事業予算の使途については、こども未来部が全園一律に決

定し各園に配布するのではなく、各園それぞれが真に必要とし

希望する内容とすること。  

また、予算執行に際しては、使途内容について議会に報告す

ること。  

 

審査の経過と結果の報告は以上となります。  

これをもちまして予算常任委員会の審査報告といたします。  
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予算常任委員会委員長報告（令和２年８月緊急議会）  

予算常任委員会に付託されました議案第 20号  令和２年度四

日市市一般会計補正予算（第５号）につきまして、当委員会に

おける審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

 

審査に当たりましては、まず、総務分科会及び教育民生分科

会において、おのおのの所管に属する事項について詳細な審査

が行われました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

この中で、教育民生分科会長報告において、教育情報通信シ

ステム運営費について、委員から、１人１台タブレット端末の

導入と併せて、タブレット端末を最大限に生かしたＩＣＴ教育

の方針について、議会に対して早期に示すことを強く求めると

の意見がありました。  

 なお、各分科会長からは、それぞれの所管部分について、い

ずれも別段異議なく原案のとおり可決すべきものと決したとの

報告があり、各分科会から全体会審査に送るべきものとされた

事項はありませんでした。  

また、全体会において、委員から追加提案された事項もあり

ませんでした。  
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以上の経過により、当委員会に付託されました、議案第 20

号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第５号）について

は、別段異議なく、原案のとおり可決すべきものと決した次第

であります。  

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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予算常任委員会委員長報告（令和２年８月定例月議会）  

予算常任委員会に付託されました関係議案につきまして、当

委員会における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

 

審査に当たりましては、まず、総務、教育民生、産業生活、

都市・環境の４分科会において、それぞれの所管に属する事項

について詳細な審査を行いました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

この中で、教育民生分科会長報告において、介護保険認定調

査業務委託費について、委員から、要介護認定に係る調査業務

を委託するにあたっては、委託先となる法人における法令遵守、

公平性及び中立性の確保、調査員の資質向上等、質の確保を求

めていくとともに、他の自治体において導入されている調査員

の個人委託といった可能性も模索し、検証を行いながら、質の

高い調査業務を担ってもらえるようにしてほしいとの意見があ

りました。  

また、都市・環境分科会長報告において、市営住宅維持補修

費について、委員から、今回の補正予算における修繕戸数につ

いて、現状、住居確保に困窮した市民が市営住宅への入居に至

らなかった事案を聞き及んでおり、また、コロナ禍においては

今後も市営住宅の需要が増えることが見込まれるため、新型コ

ロナウイルス感染症対策としての修繕戸数としては不十分であ
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ると考える。併せて、今後、市営住宅の供給戸数の増加を図る

必要がある中、いわゆる旧特定目的住宅に対する考え方につい

て整理することを求めるとの意見がありました。  

 なお、各分科会長からは、それぞれの所管部分について、い

ずれも別段異議なく原案のとおり可決すべきものと決したとの

報告があり、各分科会から全体会審査に送るべきものとされた

事項はありませんでした。  

また、全体会において、委員から追加提案された事項もあり

ませんでした。  

以上の経過により、当委員会に付託されました、議案第 25

号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第６号）及び議案

第 26号  令和２年度四日市市介護保険特別会計補正予算（第１

号）につきましては、いずれも別段異議なく可決すべきものと

決しました。  

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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予算常任委員会委員長報告（令和２年 12月定例月議会）  

予算常任委員会に付託されました議案第 68号  令和２年度四

日市市一般会計補正予算（第８号）につきまして、当委員会に

おける審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

 

審査に当たりましては、まず、総務分科会及び教育民生分科

会において、それぞれの所管に属する事項について詳細な審査

が行われました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

この中で、教育民生分科会長報告において、ひとり親世帯臨

時特別給付金事業費・事務費、四日市市ひとり親世帯臨時特別

給付金事業費・事務費について、委員から、施策を実施するに

当たっては支援対象の精査及び制度の周知徹底に努めてほしい

との意見がありました。  

 なお、各分科会長からは、それぞれの所管部分について、い

ずれも別段異議なく原案のとおり可決すべきものと決したとの

報告があり、各分科会から全体会審査に送るべきものとされた

事項はありませんでした。  

また、全体会において、委員から追加提案された事項もあり

ませんでした。  

以上の経過により、当委員会に付託されました、議案第 68

号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第８号）について

-40-



  - 2 - 

は、別段異議なく、原案のとおり可決すべきものと決した次第

であります。  

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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予算常任委員会委員長報告（令和２年 12月定例月議会）  

予算常任委員会に付託されました関係議案につきまして、当

委員会における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

 

審査に当たりましては、まず、総務、教育民生、産業生活、

都市・環境の４分科会において、それぞれの所管に属する事項

について詳細な審査を行いました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

この中で、総務分科会長報告において、四日市市ＰＲ番組制

作業務委託費、放送業務委託費について、委員から、事業実施

に当たっては、ＰＲ内容や目的を明確にした上で実施し、効果

検証を行うとともに、適宜、所管の分科会に報告すべきである

との意見がありました。  

また、都市・環境分科会長報告において、市営住宅テレビジ

ョン受信環境提供業務委託費について、委員から、現在契約し

ている事業者の優位性を勘案すると、業者選定において競争原

理が働きづらくなることが危惧されるとの意見があり、これを

受け、当委員会として理事者に対し、当該事業については今後

10年間の委託契約となることを踏まえ、時代の変化等も見据え

た中で、さまざまな手段を講じて公平な一般競争入札となるよ

う最大限努めるよう求めることといたしました。  

 

（案）  
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 なお、各分科会長からは、それぞれの所管部分について、い

ずれも別段異議なく原案のとおり可決すべきものと決したとの

報告があり、各分科会から全体会審査に送るべきものとされた

事項はありませんでした。  

また、全体会において、委員から追加提案された事項もあり

ませんでした。  

なお、今年度、新型コロナウイルス感染症の影響により、市

主催事業の多くにおいて中止等の措置が取られていることを受

け、委員から、事業の中止等の判断に当たっては、議会に対し

て十分な説明を行い、意見を求めた上で、責任を持った判断を

行うべきではないかとの指摘がありました。これを受け、当委

員会として理事者に対し、コロナ禍における市主催事業実施の

状況に関し、所管の分科会において報告を行い、２月定例月議

会を目途として、全体会にてコロナ禍における事業実施の考え

方について総括的な説明を求めることとしましたことを申し添

えます。  

以上の経過により、当委員会に付託されました、議案第 50

号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第７号）、ないし、

議案第 56号  令和２年度四日市市下水道事業会計第１回補正予

算につきましては、いずれも別段異議なく可決すべきものと決

しました。  

 

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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予算常任委員会委員長報告（令和３年２月定例月議会：先議分） 

予算常任委員会に付託されました議案第 122号  令和２年度

四日市市一般会計補正予算（第９号）につきまして、当委員会

における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

 

審査に当たりましては、まず、総務、教育民生、産業生活の

３分科会において、それぞれの所管に属する事項について詳細

な審査が行われました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会における審査の

経過と結果についての分科会長報告があり、それに対する質疑

が行われました。  

 この中で、各分科会長からは、それぞれの所管部分について、

いずれも別段異議なく原案のとおり可決すべきものと決したと

の報告があり、各分科会から全体会審査に送るべきものとされ

た事項はありませんでした。  

また、全体会において、委員から追加提案された事項もあり

ませんでした。  

以上の経過により、当委員会に付託されました、議案第 122

号  令和２年度四日市市一般会計補正予算（第９号）について

は、別段異議なく、原案のとおり可決すべきものと決した次第

であります。  

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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予算常任委員会委員長報告（令和３年２月定例月議会）  

 

予算常任委員会に付託されました関係議案につきまして、

当委員会における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

審査に当たりましては、まず、総務、教育民生、産業生活、

都市・環境の４分科会において、それぞれの所管に属する事

項について詳細な審査を行いました。  

続いて、全体会においては、まず、各分科会長からの審査

報告及び報告に対する質疑が行われました。  

この中で、産業生活分科会長報告において、番号制度関連

経費について、委員から、マイナンバーカードの取得率向上

に向けては、市民に対しマイナンバーカードの取得を促して

いる以上、市職員も率先して取得するよう取組を進めるべき

であるとの意見がありました。  

それでは、全体会審査を行った各項目についてご報告申し

上げます。  

 

１項目めは、緊急告知ラジオ購入支援事業についてであり

ます。  

本件について、総務分科会長から、分科会において、緊急

告知ラジオ購入補助金について、避難行動要支援者のうち携

帯電話・スマートフォンを持っていない方に対しては、購入

費用を全額公費負担にすべきであり、修正すべきものとして

全体会において審査すべきとの意見があり、これを諮ったと

ころ、賛成多数により、全体会に送ることと決したとの報告

がありました。  

全体会審査において、まず委員からは、平成 26年に現在の

緊急告知ラジオの制度を導入した際には、本市全域を網羅す

（案）  
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るためにＦＭ三重に委託するとのことであったが、ＣＴＹ －

ＦＭは市全域をカバーすることはできるのかとの質疑があり、

理事者からは、一部地域では電波が弱まることを確認してお

り、ケーブルの敷設により受信能力を向上させるなどの対応

を考えたいとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、ケーブルの敷設費用を要するの

であれば、対応が必要な対象者の把握が必要だと考えるが、

対象者数等は把握できているのかとの質疑があり、理事者か

らは、電波状況が悪いのは市内の一部エリアであるが、具体

的な数までは把握していない。ラジオの設置場所等を工夫す

ることで、ある程度の改善が見込めるため、個々の事情に対

応した工事費用の計上までは考えておらず、個別の相談に応

じて対応していきたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、緊急告知ラジオを全戸配布し、アン

テナやケーブルの敷設等により電波状況の改善に取り組んで

いる自治体もあるが、本市では実施しないのかとの質疑が あ

り、理事者からは、本市の場合は電波状況の悪い一部地 域に

おいてケーブルの敷設等の対策を行えば、十分機能すると判

断しているとの答弁がありました。  

また他の委員からは、導入するラジオの機能を確認する質

疑があり、理事者からは、一般的なラジオ機能に加え、 特定

の電波を受信すると自動的に緊急放送に切り替わる機能があ

り、起動方式にＣＯＭＦＩＳ方式を採用し、Ｊ－アラートに

も対応するとの答弁がありました。  

また他の委員からは、ラジオの起動方式の違いによるメリ

ットを確認する質疑があり、理事者からは、緊急地震速報な

どは１秒でも早く情報を届けることが重要であり、新たにＣ

ＯＭＦＩＳ方式を採用することで起動時間が短縮され、災害
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時により迅速に情報を届けることができるようになる。また、

Ｊ－アラートに対応し、ラジオ局を介さずに緊急放送ができ

るようになることが一番のメリットであるとの答弁がありま

した。  

また委員からは、現在、緊急告知ラジオを所有している市

民に対する新たな制度の周知方法を確認する質疑があり、理

事者からは、月１回行っている試験放送においてサービス終

了や新たなラジオの購入等について広報していきたいと考え

ているが、中には起動に必要となるコンセント自体に接続さ

れていない状態の方もいると聞き及んでいることから、丁寧

な対応を心掛けたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、生活困窮者の中には、高齢者でなく

ても携帯電話・スマートフォンを所有していない場合がある

ため、実態調査の上、生活困窮者の立場に立って、きめ細か

な対応を行うべきであるとの意見がありました。  

また他の委員からは、セーフティネットとしての施策であ

るにもかかわらず、購入費用の一部負担を求めることについ

ての考え方を問う質疑があり、理事者からは、平成 26年当時

は行政のセーフティネットとしての役割を鑑みて貸与とした

が、現在は携帯電話・スマートフォンの普及も広がっている。

各市民が、通信料等を一定負担して災害情報を得ていること

から、緊急告知ラジオの購入についても購入者に一部負担し

ていただくこととしたとの答弁がありました。  

これに対し委員からは、情報を得ることが困難な方に対す

るセーフティネットであるならば、費用負担を求めることに

ついては疑問を感じるとの意見がありました。  

また他の委員からは、要介護３から５の方は携帯電話・ス

マートフォンを使っていない人が多数いると思われるが、対
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象者数の根拠を確認したいとの質疑があり、理事者からは、

介護保険サービス事業者への通所利用者の携帯電話保有率に

ついてのアンケートにおいて、 70％が保有していないとの結

果に基づいて算定したものであり、要支援者を中心に、個人、

法人を対象に購入支援を行う。購入希望が想定を上回るよう

であれば、補正予算による対応も考えたいとの答弁がありま

した。  

また他の委員からは、購入する緊急告知ラジオの価格につ

いて、高額であると見受けられるが、ある程度の規模で発注

することで１台当たりの販売価格が抑えられるのではないか

との質疑があり、理事者からは、販売事業者が発注を行うこ

とになるため、市が発注する規模を指定することはないとの

答弁がありました。  

これに対し委員からは、現在の緊急告知ラジオを発注した

際はもっと安価に購入できたはずであり、今回は多額の税金

を投じることとなるが、対象者の把握や値段設定等が十分に

定まってないのではないかとの質疑があり、理事者からは、

全国の事例を研究して販売価格を設定した。特許を必要とす

る特別な仕組みがあるため、１台あたりの単価は上がったが、

対象者を絞ったことで、全体の経費としては前回よりも抑え

られている。平成 26年と同様、貸与による配付も考えたが、

希望していない方にラジオがわたり、効果的に使われないと

いったデメリットがあったため、真に必要としている方の手

元に届くよう、購入費補助としたとの答弁がありました。  

また他の委員からは、現行の契約のままでも引き続き緊急

放送を行うことはできるのかとの質疑があり、理事者からは、

現在契約しているＦＭ三重ではＪ－アラートに対応していな

い。また、新たな制度に移行することで、より本市の情報に
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特化した緊急放送を行えるようになるとの答弁がありました。 

これを受けて委員からは、現在の契約においても、番組に

割り込み、本市に特化した情報を放送することができるので

はないかとの質疑があり、理事者からは、契約に定められた

条件の災害については、ＦＭ三重が判断して緊急放送を行う。

その他の災害については災害対策本部からＦＡＸや電話等で

ＦＭ三重に起動要請し、ＦＭ三重のタイミングで緊急放送を

行ってもらうことになる。なお、災害対策本部が中央分署に

移っている場合は、そちらから指示を出すことになる。一方、

新制度では、Ｊ－アラート対象の災害以外の場合であっても、

危機管理室に設置した専用の起動装置から、ラジオ局を介さ

ず直接情報を発信することができるとの答弁がありました。  

また委員からは、本来、緊急時であればラジオ局の都合に

かかわらず、速やかに情報を発信するべきであり、現在の契

約内容が適当でないと考える。契約内容を変更すれば、現在

抱えている課題を解決できるのではないかとの意見がありま

した。  

また他の委員からは、危機管理室に設置予定の起動装置に

不具合があった場合の対応を確認する質疑があり、理事者か

らは、ＣＴＹ－ＦＭに連絡し、起動電波を発信してもらうこ

とになるとの答弁がありました。  

また他の委員からは、一般的に発災時にはテレビをつけて

情報を取得する場合が多いと思われるため、緊急告知ラジオ

の必要性に疑問を感じるがどうかとの質疑があり、理事者か

らは、緊急時の情報は様々な方法で取得できるようになった

が、携帯電話・スマートフォンから情報を取得できない方々

もカバーできるよう、今後も緊急告知ラジオを活用していき

たいとの答弁がありました。  
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これに対し他の委員からは、緊急時の情報の取得方法につ

いては、何重にも対策を重ねることが重要であり、緊急告知

ラジオは必要であると考えるが、販売する方法が煩雑である

ことが原因で、必要な方にラジオが届かないことを危惧する

が、販売する対象は本人だけなのかとの質疑があり、理事者

からは、代理人でも購入できるように制度構築していきたい

との答弁がありました。  

これを受けて委員からは、市が購入し、対象者に低額で販

売するほうが利便性向上につながるのではないかとの意見が

ありました。  

また他の委員からは、緊急告知ラジオのこれまでの効果を

確認する質疑があり、理事者からは、本市に特化した緊急放

送を流すことについてＦＭ三重と協議を行ったが、ＦＭ三重

は県全域を放送エリアとする放送局であり、本市に特化する

ことはできないとのことであったが、緊急放送を発信する放

送局として一定の役割を果たしてきたと認識しているとの答

弁がありました。  

こうした議論を経て、委員からは、議案第 70号  令和３年度

四日市市一般会計予算について、緊急告知ラジオ購入補助金

に関して、情報弱者のためのセーフティネットという視点か

ら、避難行動要支援者で携帯電話・スマートフォンを持って

いない方に対しては、現行制度と同様に無償貸与とする内容

の増額修正案が提出されました。  

 

２項目めは、市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用

事業についてであります。  

本件については、教育民生分科会長から、分科会において、

当事業についてはガバメントクラウドファンディングの導入
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を令和３年度に検討する中で、歳入に影響するガバメントク

ラウドファンディングの目標額等が定まっていないため、予

算議案として不十分であるとして、採決を行わずに全体会審

査に送るべきとの意見があり、分科会の総意により、全体会

審査に送るべきものと決したとの報告がありました。  

全体会審査において、まず委員からは、ガバメントクラウ

ドファンディングについては、令和３年度に関係部署と協議、

検討するとのことだが、あらかじめ関係部署と調整した上で

議会に提示すべきでなかったかとの質疑があり、 理事者から

は、工事費の負担軽減のほか、旧四郷村役場が本市における

近代産業のシンボルであることを周知する目的もあり、財源

の一つの例として、ガバメントクラウドファンディングを提

示したが、事前に関係部署と調整すべきであったとの答弁が

ありました。  

また委員からは、ガバメントクラウドファンディングの制

度概要を問う質疑があり、理事者からは、ふるさと納税制度

を活用し、用途を限定して寄附を募るものであるとの答弁が

ありました。  

これを受けて委員からは、本市ではふるさと納税制度によ

る市税の流出が課題となっており、その対策としてクラウド

ファンディングが検討されていることから、今回のガバメン

トクラウドファンディングについても積極性をもって対応し

てほしいとの意見がありました。  

また他の委員からは、分科会審査においてガバメントクラ

ウドファンディングの目標額等が定まっていないことについ

て意見があったが、検討段階においては目標額等の予測がで

きないのは当然ではないのかとの意見があり、これに対し他

の委員からは、文化財を維持する中で、入場料収入などの自
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主財源が期待できない場合は市税による維持が必要となるこ

とを勘案すると、今後の文化財の保存方法や市税の支出につ

いて一定の考え方を持つ必要があると考える。その中でガバ

メントクラウドファンディングを検討するのであればその考

え方を示すべきであったが、分科会では示されなかったため、

全体会において文化財の保護、活用方法についての考え方を

共有するという意味で全体会審査に申し送られたものと考え

ているとの意見がありました。  

また他の委員からは、必要な事業予算が決まっており、目

標額に達しないからといってやめることのできない本事業に

対して、ガバメントクラウドファンディングは馴染まないの

ではないかとの意見がありました。  

また他の委員からは、旧四郷村役場の歴史的背景や、建設

に貢献した伊藤伝七と現在の大河ドラマの主人公である渋沢

栄一とのつながりなどを広く周知し、本市の新しい観光資源

にしていくべきであるとの意見がありました。  

 

３項目めは、予算の３％シーリングについてであります。  

本件については、教育民生分科会長から、分科会において、

令和３年度当初予算の編成方針における各事業への３％シー

リングの影響を問う意見を受け、複数の分科会に係る事項で

あることから全体会において審査すべきとの意見があり、こ

れを諮ったところ、全会一致により、全体会に送ることと決

したとの報告がありました。  

全体会審査において、まず委員からは、令和３年度当初予

算編成方針における３％シーリングについて、企業会計は対

象ではないのかとの質疑があり、理事者からは、 一般会計及

び特別会計を対象としたものであり、企業会計は市立四日市
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病院、上下水道局の予算編成方針に基づいた予算編成を行っ

ているため、シーリングの対象ではないとの答弁がありまし

た。  

これを受けて委員から、分科会審査において、シーリング

対象外である上下水道局においても５％程度のシーリング を

行ったことを確認したが、市立四日市病院はどのようであっ

たのかとの質疑があり、理事者からは、今回、上下水道局に

おいては一般会計に準じた予算編成を行っており、また、市

立四日市病院についても、目標数値はないものの、一般事務

経費について一定の削減を図る予算編成を行ったとの答弁が

ありました。  

これを受けて委員からは、シーリングの方針を示した当初

予算編成に係る通知文書を各事業管理者に対しても発出して

いるが、企業会計は対象とならないのかとの質疑があり、理

事者からは、市長による予算編成方針については、あくまで

も一般会計及び特別会計に対する方針であり、企業会計につ

いては、各事業会計規程に基づき、それぞれの企業会計にお

いて予算編成方針を策定している。そのため上下水道局につ

いては、一般会計及び特別会計を所管していることから当該

編成方針の対象となるが、病院事業管理者に対しては、市と

しての方針を通知しているものの、強制力を伴うものではな

いとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、当該通知文書にはそのような趣

旨が明記されていないと思われるが、どのように読み取るの

かとの質疑があり、理事者からは、各事業会計規程を前提と

して、これまで通知を行ってきたが、指摘の点を踏まえ、 適

当な方法について検討したいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、これまではシーリングの考え方を採

-53-



 

   - 10 - 

っておらず、来年度予算に限っての実施であるのかとの質疑

があり、理事者からは、今回、特に新型コロナウイルス感染

症の影響による今年度の業務の実施状況を踏まえた削減が大

きかったが、一般事務経費については毎年削減に努めており、

予算要求の段階で各所属が節減努力を行うことに意義がある

と考え実施したものである。  

これを受けて委員からは、新型コロナウイルス感染症によ

る影響の有無にかかわらず、予算節減に努めるべきでないの

かとの質疑があり、理事者からは、これまでも財政課による

予算調整において削減に努めてきたが、今回は各所属による

予算要求の段階で節減を行う努力を求めたものであるとの答

弁がありました。  

また委員からは、総合計画に基づく推進計画に対し、シー

リングの影響を問う質疑があり、理事者からは、 シーリング

対象を一般事務経費に限っており、推進計画には影響は及 ん

でいないとの答弁がありました。  

また他の委員からは、コロナ禍にあって、市民への説明責

任の観点を踏まえ、職員にも節減努力が求められると判断し、

シーリングを行ったとのことであるが、職員の給与も節減す

るのかとの質疑があり、理事者からは、大幅な税収減による

財政調整基金の取り崩しを見込んでおり、職員にも節減努力

が必要と考え、一般事務経費に限ってシーリングを行ったが、

公務員の給与制度上、民間とは時間差で給与水準の調整が図

られることから、給与については検討しなかったとの答弁が

ありました。  

これを受けて委員からは、コロナ禍において苦慮している

市民や産業界への説明責任の観点から鑑みると今回の対応で

は不十分であり、提出された資料における節減努力との表現
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は見直すべきではないのか。特に事業者においてはコロナ禍

による経済不況の中、法人税等の市税を納めてい ただいてお

り、市として説明責任を果たすのであれば、職員の給与等に

ついても節減努力を行うほか、シーリングの削減率も不足し

ていると考えるがどうかとの質疑があり、理事者からは、市

民や事業者への説明責任を果たすべく、今回のシーリングに

至ったものであるが、今後、資料の表現については一考した

い。また、中期財政収支見通しに基づき、まずは３％のシー

リングとしたが、今後の状況を勘案しながら削減率を検討し

ていきたいとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、経済の動向等を踏まえながら、

全体的なバランスを鑑みた上で、削減率の妥当性について考

えてほしいとの意見がありました。  

 

４項目めは、地区市民センター機能強化事業（電気自動車

配備）についてであります。  

本件については、産業生活分科会長から、分科会において、

一般向けの販売が終了する予定の電気自動車を地区市民セン

ターに配備することについて、より議論を深めるため、採決

を行わずに全体会審査に送るべきであるとの意見があり、分

科会の総意により、全体会審査に送るべきものと決したとの

報告がありました  

全体会審査において、まず委員からは、他の車種の電気自

動車が販売されているにもかかわらず、一般向けの販売が終

了する予定の車両を配備しようとする理由を確認したいとの

質疑があり、理事者からは、車両の大きさや積載量といった

実用性、また、環境への配慮、非常用電源としての利用等に

ついて総合的に検討して決定したとの答弁がありました。  
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これを受けて委員からは、一般向けの販売が終了する予定

のモデルでありながら、同タイプのガソリン車と比べて高額

であるため、価格や時期を見据えて購入すべきであり、市民

への説明責任を果たせるようにすべきであるとの意見があり

ました。  

また他の委員からは、電気自動車を配備する中で、メーカ

ーとの災害連携協定の締結について検討しているのかとの質

疑があり、理事者からは、配備が決定すればメーカーとの協

定締結に向けて協議を進めたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、電気自動車の配備だけに終わるので

はなく、災害時における活用や脱炭素社会に向け、計画立て

て取り組んでいくべきと考えるがどうかとの質疑があり、理

事者からは、地区市民センターへの電気自動車の導入に関し

てはレジリエンス――防災力――の観点で導入されるものと

受け止めているが、太陽光発電で充電する方法やその実現性

などの課題を解決しながら順番に取り組んでいきたいとの答

弁がありました。  

これを受けて委員からは、スマートシティや災害時の活用

を目指すのであれば、全庁的に連動して政策的に取り組んで

ほしいとの意見がありました。  

また他の委員からは、税の平等性から見て３年間で同じ車

種を 24台配備できる見通しはあるのかとの質疑があり、理事

者からは一般向けの製造は令和２年度で終了する予定だが、

特定事業者向けの製造は継続されるため、議決後、車両調達

に向けてメーカーと協議を行いたいとの答弁がありました。  

これを受けて他の委員からは、予算を認めたとしてもその

予算どおりの車両が購入できるかどうか不明であることから、

予算執行に当たっては、購入を決定する前に車両調達の見通
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しを議会へ報告するべきであるとの意見がありました。  

また他の委員からは、今年度、都市・環境常任委員会で行

政視察を行った、民間企業による自然エネルギーを活用した

発電設備は有効であると感じられたが、電気自動車の配備に

より、その導入の可能性はなくなるのかとの質疑があり、理

事者からは、多様な電源を確保する観点からも、必要なもの

については導入を検討していきたいとの答弁がありました。  

 

こうした議論を経て、委員からは、電気自動車の配備につ

いては、車両調達の見通し及び導入予定車種に変更が生じた

場合の対応等に関し、議会に報告を行う中で取り進めること、

及び、電気自動車の配備に際しては、調達先との電気自動車

を活用した災害連携協定の締結について検討を行うことを求

める趣旨の附帯決議案が提出されました。  

 

５項目めは、議案第 80号   令和３年度市立四日市病院事業

会計予算に係る院内託児所事業についてであります。  

本件については、産業生活分科会長から、分科会において、

当事業については民間委託への移行に向けた検討を求める趣

旨の附帯決議を付すべきものとして全体会において審査すべ

きとの意見があり、これを諮ったところ、賛成多数により、

全体会に送ることと決したとの報告がありました。  

全体会審査において、まず委員からは、副院長を会長とす

る市立四日市病院託児所運営協議会（以下、「運営協議会」

という）に単独随意契約で委託している理由を確認する質疑

があり、理事者からは、昭和 46年設立当時の運営方法を引き

継いでおり、職員の入れ替わりがない点は保育に一貫性があ

り保護者にとって安心できる要素の一つと考えるとの答弁が
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ありました。  

また他の委員からは、運営協議会の職員は雇用面において

公務員に準じた扱いとなっているのではないかとの質疑があ

り、理事者からは、運営協議会は副院長が会長を務める組織

であり、雇用主としての責任を負っている。仮に運営協議会

を解散し保育士等を解雇することになると、解散・解雇の合

理的な理由が必要となるとの答弁がありました。  

また、委員からは、運営協議会の役員構成を見ると実態は

直営のような体制と捉えられるが、直営とは何が異なるのか

との質疑があり、理事者からは、夜間保育など様々なニーズ

に合わせた対応や、病院という変則的な勤務時間について理

解いただける保育士の確保が行いやすいと考えるとの答弁が

ありました。  

これを受けて委員からは、看護師の確保や定着のための施

策であることを鑑みると、民間委託とするよりも、柔軟な調

整を行うことができる団体との随意契約は妥当性もあると考

えるが、他院と比較して高い保育料については改善の余地が

あると考えるため、引き続き努力してほしいとの意見があり

ました。  

また他の委員からは、現在の保育士等の雇用を維持したま

ま民間委託に移行する方法もあると考えるが、給与水準につ

いて公立保育園や民間保育所と比べてどの程度の差があるの

かとの質疑があり、理事者からは、公立保育園や民間保育所

の保育士の給与水準と比較すると、中間あたりに位置してい

るとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、他の保育所の給与水準よりも高

いために、保育料が高額となっているのであれば 、給与バラ

ンスについて研究を行ってほしい。また、民間委託への移行
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は、現行の職員の生活にも関わることを考慮し、引き続き調

査研究を行い、議会に報告してほしいとの意見がありました。 

また他の委員からは、運営協議会への委託料の算定方法を

確認する質疑があり、理事者からは、運営協議会が算定した

支出金額から、保育料等他の収入を除いた不足分を委託料と

しているとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、仮に保育料を引き下げた場合に

は、その分の委託料が増えるのかとの質疑があり、理事者か

らは、そのとおりであるとの答弁がありました。  

また、委員からは、市立四日市病院とほぼ同様の保育内容

を提供している県立総合医療センターの託児所委託料との金

額差について確認する質疑があり、理事者からは、当院のほ

うが職員数が多く、看護師、栄養士を配置している点や、平

均年齢及び給与体系が異なることが大きな要因と考えている

との答弁がありました。  

これを受けて委員からは、各部署で予算の３％シーリング

を行う中で、運営協議会が算定する予算をそのまま委託料と

している点や他院と比べて保育料が高額である点については

課題と考えるため、積極的に改善を検討してほしいとの意見

がありました。  

また他の委員からは、手厚い対応が継続的に提供される安

心感に代わるものはない。保育料を引き下げて、委託料で補

うことも一つの方法であると考えるとの意見がありました。  

また他の委員からは、子供一人あたりの保育に必要な予算

として、公立保育園が年間約 100万円に対し、院内託児所は年

間 約 400万円を要 する状況 は市 民に理解 され ない ので はない

かと考えるとの意見がありました。  

また他の委員からは、他院の保育料と比較すると高額であ

-59-



 

   - 16 - 

り、保護者負担が大きいため、看護師にとって働きやすい職

場環境確保という視点から考えると、運営方法の見直しなど

によって、保育料を引き下げる努力が必要と考えるがどうか

との質疑があり、理事者からは、公立保育園等の保育料との

バランスを図りながら、改めて検討したいとの答弁がありま

した。  

また他の委員からは、一般会計繰入金を財源とした委託料

によって運営を行っている点を鑑みると、病児保育の実施等、

職員の福利厚生以外の公益的な活用も含めて、今後の在り方

を検討してほしいとの意見がありました。  

また他の委員からは、院内託児所の利用率を確認する 質疑

があり、夜間勤務がある多くの方が院内託児所を利用してい

ると考えるが、詳細は把握していないのと答弁がありました。 

これを受けて委員からは、正確な利用率を調査すべきであ

ると考える。また、民間保育事業所が一定の補助金を受けな

がら経営を行う中で、院内託児所が全額補助を受けられる仕

組みは公平性に欠けるのではないかとの意見がありました。  

また他の委員からは、市立四日市病院は運営協議会に対し

てどのような権限を有しているのかとの質疑があり、理事者

からは、委託者として、問題点や課題解決に向けた要望を伝

えることはできるとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、現在の運営協議会の病院関係者

ばかりの役員構成では、市の意向が伝わりにくいと感じるた

め、役員構成を再検討してはどうかとの質疑があり、理事者

からは、今後は市職員の参画も含めた役員構成について検討

したいとの答弁がありました。  

これを受けて委員からは、運営協議会が財政的な権限を掌

握する仕組みは改善すべきであり、新たな視点を持つ役員を
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参画させることで、混乱なく改善を図ることができるのでは

ないかとの意見がありました。  

また他の委員からは、保育士の賃金水準など広い視野を持

って検討できる者を運営協議会に参画させるべきと考えるが

どうかとの質疑があり、理事者からは、時代に応じた役員構

成について検討していきたいとの答弁がありました。  

また他の委員からは、院内託児所の透明性の確保とともに、

医療従事者のための施設であることを再認識し、アンケート

などを実施し、丁寧に声を聞き取ってほしいとの意見があり

ました。  

こうした議論を経て、委員からは、議案第 80号   令和３年

度市立四日市病院事業会計予算について、院内託児所事業に

関して、市民の理解を得られるよう現在の委託先の在り方を

検討しつつ、保育料の見直しを行うことを求める趣旨の附帯

決議案が提出されました。  

なお、この附帯決議案に対し委員からは、保育料の見直し

に当たっては必ず減額を求めるものであるのかとの質疑があ

り、提案委員からは、減額を前提に見直しをしてほしいとの

意図であるが、減額ありきではなく、保育料の在り方の見直

しを検討してほしいということであるとの説明がありました。 

また他の委員からは、現在の委託先の変更を求めるもので

あるのかとの質疑があり、提案委員からは、変更が前提では

なく、現在の委託先の在り方も含めて検討してほしいという

ことであるとの説明がありました。  

 

全体会審査を行った項目についての報告は以上であります。 

次に、討論においては、議案第 70号  令和３年度四日市市一

般会計予算に係る魅力ある奨学金制度の創設事業について、
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一部委員から、当事業は令和４年度の奨学生を募集するに当

たり、募集人数に上限枠を設けているが、応募者が多数とな

った場合にも奨学金が希望する全ての対象者に行き渡るよう

人数枠を設けない対応が必要であると考えることから、反対

するとの意見表明がありました。  

また他の委員からは、議案第 70号  令和３年度四日市市一般

会計予算については、総じて市民サービスの向上につながる

提案であると考えるため賛成するとの意見表明がありました。 

また他の委員からは、さきに提案のあった議案第 70号  令和

３年度四日市市一般会計予算に対する修正案（緊急告知ラジ

オ購入補助金）について、昨今スマートフォン等の普及によ

り、災害情報の入手方法が変化している状況にあり、スマー

トフォン等の所有者との公平性やバランスという観点におい

て補助率は妥当であると考える。また避難行動要支援者にも

一定額を負担していただくことにより、防災意識を高めるこ

とにつながると考えるため反対するとの意見表明がありまし

た。  

また他の委員からは、同修正案について、当事業の目的は

避難行動要支援者や情報弱者に対する福祉制度であり、市民

の安全と生命を守るための事業であることから、行政の根本

である生命、財産、安全を守るという趣旨に鑑みると、無償

貸与すべきと考えるため賛成するとの意見表明がありました。 

また他の委員からは、同修正案について、既に貸与してい

る現在の緊急告知ラジオの中には、適切に管理されずに効果

的に使用されていないものもあると聞いているが、購入 費補

助に改めることとの関連はなく、無償貸与を継続すべきと考

えるため賛成するとの意見表明がありました。  

また他の委員からは、議案第 80号  令和３年度市立四日市病
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院事業会計予算に係る院内託児所事業について、市立四日市

病院職員の労働環境を充実させることも重要であるが、当事

業の委託料が民間の託児所への委託料や近隣の医療機関の託

児所委託料と比較して非常に高額であり、市民の理解が得ら

れないと考えるため反対するとの意見表明がありました。  

 

以上の経過により、当委員会に付託されました 20議案につ

きましては、まず、議案第 70号  令和３年度四日市市一般会計

予算については、さきに述べましたとおり修正案が提出され

ましたので、まず、修正案について採決したところ、賛成少

数により否決されました。引き続き原案について採決したと

ころ、賛成多数により可決すべきものと決しました。  

次に、議案第 80号   令和３年度市立四日市病院事業会計予

算については、賛成多数により、その他、議案第 71号  令和３

年度四日市市競輪事業特別会計予算ないし議案第 79号  令和

３年度四日市市水道事業会計予算、議案第 81号  令和３年度

四日市市下水道事業会計予算、議案第 82号  令和３年度四日市

市桜財産区予算、及び、議案第 123号  令和２年度四日市市一

般会計補正予算（第 10号）ないし議案第 129号  令和３年度四

日市市一般会計補正予算（第１号）の 18議案については、い

ずれも別段異議なく可決すべきものと決しました。  

そののち、さきに提出のありました、議案第 70号  令和３年

度四日市市一般会計予算に対する附帯決議案について、地区

市民センター機能強化事業（電気自動車配備）に係る附帯決

議案については、別段異議なく、以下のとおり附帯決議を付

すことと決しました。  

附帯決議。  

１．当事業に係る電気自動車の配備については、車両調達
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の見通し及び導入予定車種に変更が生じた場合の対応等に関

し、議会に報告を行う中で取り進めること。  

２．電気自動車の配備に際しては、調達先との電気自動車

を活用した災害連携協定の締結について検討を行うこと。  

 

また、議案第 80号   令和３年度市立四日市病院事業会計予

算に対する附帯決議案について、院内託児所事業については、

別段異議なく、以下のとおり附帯決議を付すことと決しまし

た。  

附帯決議。  

市民の理解を得られるよう現在の委託先の在り方を検討し

つつ、保育料の見直しを行うこと。  

 

なお、総務分科長報告において、監査事務局に係る審査に

て、議会における監査委員のさらなる知見の活用を求める意

見があったことを受け、委員から、本件について議会として

対応を求める意見がありました。  

最後に、当委員会におきまして、令和２年８月定例月議会

の決算審査を経て市長に提出されました新たな事項 10項目に、

前年度から継続となった４項目を加えた合計 14項目の提言に

関し、提言事項の当初予算への反映状況について確認を行い

ましたことを申し添えます。  

 

以上をもちまして、予算常任委員会の審査報告といたしま

す。  
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予算常任委員会委員長報告（令和３年４月閉会議会）  

予算常任委員会に付託されました議案第 135号  令和３年度

四日市市一般会計補正予算（第２号）につきまして、当委員会

における審査の経過と結果をご報告申し上げます。  

 

審査に当たりましては、まず、総務分科会及び教育民生分科

会において、それぞれの所管に属する事項について詳細な審査

が行われました。  

続いて、全体会においては、各分科会における審査報告及び

報告に対する質疑が行われました。  

 この中で、各分科会長からは、それぞれの所管部分について、

いずれも別段異議なく原案のとおり可決すべきものと決したと

の報告があり、各分科会から全体会審査に送るべきものとされ

た事項はありませんでした。  

また、全体会において、委員から追加提案された事項もあり

ませんでした。  

以上の経過により、当委員会に付託されました、議案第 135

号  令和３年度四日市市一般会計補正予算（第２号）について

は、別段異議なく、原案のとおり可決すべきものと決した次第

であります。  

これをもちまして、予算常任委員会の審査報告といたします。 
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４．提言事項の当初予算案への反映状況について 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．１ 

事業名 スマート自治体の実現について 

事業概要 

スマート自治体はＡＩ（人工知能）、ＲＰＡ（ロボットによる自動化）

等の最先端技術を活用することで自動化・省力化を図り、事務作業時

間を削減し、その時間を職員でなければできない、より価値のある業

務に注力することと、情報システムや申請様式の標準化・共通化・電

子化により、情報システムへの重複投資の抑止と行政手続きにおける

市民や事業者の負担を軽減することとされている。 

政府は Society5.0（※）を提唱しており、新たな技術革新で様々な

行政課題を解決へと導く社会の在り方を示している。本市においても、

スマート自治体の実現は総合計画の基本的政策に位置付けられ、人口

減少社会に伴う職員数の減少に備えるための手段の一つとして、職員

が効率的でより迅速に、質の高い行政サービスの提供を実現すること

や、官民データの公開により、行政事務の効率化が図られるとともに、

新たなビジネスの創出や新たな官民連携による手法が確立され、様々

な地域課題が解決されることを目指す姿としている。 

※サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合さ

せたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社

会（Society） 

決算額 
情報システム最適化関連経費 244,119,568 円 

情報系業務システム関連運用費の一部 13,455,036 円 

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ スマート自治体の実現について 

 スマート自治体の実現については、ＡＩ及びＲＰＡ等の先端技術の活用、及び、業務プロセス・

システムの標準化等、多くの検討課題がある中で、業務の効率化による市民サービスの向上に向

け、着実に進めていく必要がある。 

 今後においては、先進事例に係る調査・研究を行い、併せて市の業務を精査する中で、本市の

スマート自治体の実現に向けてのビジョンを示すべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大 
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【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

令和３年度は、総合計画に掲げたスマート自治体の実現において、以下の４つの推進計画事業

を行うとともに、スマート自治体実現のための具体的な計画として、「四日市市情報化実行計画」

の策定を行い、市民サービスの向上に向けた取り組みを着実に進めていく。 

 

１． ＡＩ・ＲＰＡ等のＩＣＴ活用促進事業について 

令和２年度に実証実験を行うために導入した、ＡＩ・ＲＰＡ関連ソフトのライセンスの更新と

システムの保守等を行う。 

【令和３年度当初予算】 

１２，３００千円 （前年度当初予算 ２１，８００千円） 

 

２． 情報システム最適化推進事業について 

 本事業は、平成２８年度から継続して取り組んできた個人住民税や固定資産税、国民健康保険

などの二次稼働システムが令和３年１月から運用を開始したところである。令和３年度において

は、保健福祉や介護保険などの三次稼働システムに着手する予定であり、継続して情報システム

の最適化に努める。 

【令和３年度当初予算】 

３５，０００千円 （前年度当初予算 ３４１，４８３千円） 

  ※構築事業者の選定と構築に係る進捗及び品質管理などの工程管理に要する経費 

 

３． マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化事業について 

行政手続のオンライン化に向け、業務運用フローを作成し、業務内容や申請実績などの分析を

行うことで、オンライン化していく申請書の優先順位を決めるとともに、オンライン申請専用サ

イトの研究や実証実験を行う。 

【令和３年度当初予算】 

１３，０００千円 （前年度当初予算 ５００千円） 

 

４． 官民データ利活用事業について 

スマート自治体の実現に向けた具体的なサービス提供時期を示した「四日市市情報化実行計

画」の策定を行う。また、官民データの公開専用サイトの構築に関する調査研究、実証実験を行

うとともに、官民協働による地域課題の解決に向けたアプリ開発の調査研究を行う。 

【令和３年度当初予算】  

１８，０００千円 （前年度当初予算 ５００千円） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

（意見）四日市市情報化実行計画の策定及び基本的な考え方の整理に係る予算 1650 万円を確保

したことを評価し、③拡大と判断して良いと思う。今後も継続して取り組むことを期待する。 

 

 

２．反映状況 

分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．２ 

事業名 
公立保育園、幼稚園、認定こども園の施設整備（工事・修繕）に

ついて 

事業概要 

各園から要望される園舎等の工事・修繕を行うもの。 

決算額 

保育所整備事業費（款３民生費 項２児童福祉費）：182,893,760円 

保育所管理運営費（款３民生費 項２児童福祉費）：315,784,379円 

施設整備事業費（款 10教育費 項４幼稚園費）：88,900,056円 

園管理運営費（款 10教育費 項４幼稚園費）：172,739,596円 

の一部 

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 公立保育園、幼稚園、認定こども園の施設整備の実施について 

 公立保育園、幼稚園、認定こども園の施設整備について、保育及び教育現場等からのニーズ・

要望等に応じて、適時適切に施設整備を実施できるよう、必要な予算の措置及び業務の実施体制

の整備を行うべきである。 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

  公立保育園、幼稚園、認定こども園の施設整備について、令和２年度は年度途中に技師の兼

務発令を行い、現場等からの要望等に対し、施設の修繕に努めた。 

令和３年度においては、営繕工務課との連携を強化するべく実施体制の充実を図りながら、

今後２年間で過去の要望の残分の対応を行っていくととともに、保育及び教育現場等から随時

挙げられる修繕等の要望について、適時適切に対応を行っていく。 

 

１．経過と執行状況 

 ・令和２年８月定例月議会で要望事項の対応について提言を受ける  

 ・要望事項の修繕案件を整理（公立保育園・こども園：全１５８件、幼稚園：全９６件）  

 ・現地調査や見積り及び発注手続き等を迅速に対応できるように技師職員を兼務発令  

  ・令和２年度中に対応可能な案件を各園要望の優先順位の高い順に選定  

  （残る要望事項については、令和３年度及び４年度の２年間で対応）  

 ・既決予算を流用して執行 
 

  ① 令和２年度の執行見込み 

     保育園・こども園 ７４件（うち１０万円以上５０件）  ２４，９８８千円 

     幼稚園      ５３件（うち１０万円以上２１件）    ９，８８４千円 

  ② 令和３年度～４年度の残対応件数 １２７件（１０万円以上）の見込み 
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【令和３年度当初予算（修繕等関係予算）】 

① 保 育 園    ３３，６９４千円（前年度当初予算：２４，１４０千円） 

※うち要望対応部分 １８，０００千円 

② こども園      ４，０５０千円（前年度当初予算：      ９３７千円） 

          ※うち要望対応部分      ５００千円 

③ 幼 稚 園    ２８，３８０千円（前年度当初予算：１３，３５０千円） 

※うち要望対応部分  ９，３００千円 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

（意見）：過去からの修繕要望については、令和２年度から令和４年度で対応していくことが示され

ているので、対応状況としては拡大でいいのではないか。 

Ｑ：令和２年度は他部局の技師に協力してもらって各園を回り対応したと聞いているので、こども未

来部として、技師の増員を要求してもらいたい。また、毎年出される修理修繕の要望をデータとして

管理していく方法について、考え方を示してほしい。 

Ａ：令和２年度時点をスタートとして台帳を整理したうえで、この台帳をもとに今後の新たな要望に

は年度も含めて登録し管理、執行していく。また、技師の増員については、令和２年度は他部局から

２人の技師に応援してもらったが、その状況を総務部、財政経営部に伝えたうえで、人員増がいいの

かどうか、また、他の方法も含めながらしっかり総務部、財政経営部と協議していきたい。 

（意見）：今後も各園からの修繕要望については最低３年以内に対応していただくということをお願

いしたい。 

 

２．反映状況 

③拡大 

 

分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．３ 

事業名 マイナンバーカードの取得推進事業について 

事業概要 

番号制度開始から５年目となった令和元年度においては、平成 30年

度開始のコンビニ交付に加え、令和元年度開始のマイナポイント予約

などマイナンバーカードの取得・利便性について引き続き積極的に周

知を行った。その結果、マイナンバーカード交付件数の累計は令和元

年度末で 35,435件となった。 

決算額 
番号制度関連経費   48,012,888 円(うち明許繰越 31,144,000円) 

コンビニ交付事業費 15,434,753 円 

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ マイナンバーカードの取得推進について 

 マイナンバーカードの取得推進に向けては、同カードを用いた市民サービスの充実が重要であ

ることから、全庁的にデジタル化を推進するとともに、各部局の市民サービスに対するマイナン

バーカードの利活用について検討を行うべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大  

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 

[市民課] 

行政のデジタル化及びマイナンバーカードを利活用した市民サービスの充実を図る上では、そ

の基盤となるマイナンバーカードの更なる取得促進を図っていく必要がある。 

令和 3 年度においては、市民がネットで空き状況を確認のうえカード交付予約を行うことがで

きるよう新たにカード交付 Web 予約システムを導入し、一層の市民サービス向上を図るほか、

臨時交付窓口や休日・夜間交付窓口の開設、企業等への出張申請受付及びイベント会場等での申

請サポートを実施することで、マイナンバーカードの交付機会・申請機会の拡大を図っていく。 

 

【令和 3 年度当初予算】 

番号制度関連経費        165,510 千円（前年度当初予算：54,741 千円） 

〈うちﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ取得推進事業分  41,663 千円（前年度当初予算： 4,852 千円）〉 

コンビニ交付事業費        18,970 千円（前年度当初予算：15,814 千円） 
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※四日市市議会提言チェックシートＮｏ．１「スマート自治体の実現について」より再掲 
 

[ＩＣＴ戦略課]  

マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化事業について 

行政手続のオンライン化に向け、業務運用フローを作成し、業務内容や申請実績などの分析を

行うことで、オンライン化していく申請書の優先順位を決めるとともに、オンライン申請専用サ

イトの研究や実証実験を行う。 

【令和３年度当初予算】 

１３，０００千円 （前年度当初予算 ５００千円） 

 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．先進他市町に比べて、マイナンバーカードを取得する動機に繋がるような利便性が見られな

いことが提言の発端となったが、提言後にマイナンバーの利便性向上に向けた協議はどの部局

とどのように行ったのか。 

Ａ．IＣＴ戦略課とマイナンバーカードの取り組みについて協議する機会はあったが、他の部局

とは行っていない。 

Ｑ．マイナンバーカードの利便性向上について検討すべき部局が明確になっていないと考える

が、どの部局が取りまとめを行い、政策決定していくべきと考えるのか。 

Ａ．基本的にはマイナンバーカードを所管する市民文化部が行っていくべきと考える。一部で縦

割りとなっている業務があるため、市民文化部で取りまとめた上で、庁内調整会議や新たに設

置する会議等で議論していきたい。 

【意見】 

・マイナンバーカードの普及促進は国でも政策誘導を行っているが、最終的には基礎自治体であ

る本市が中心となって取り組むべき課題であると考える。 

・全庁的なマネジメントを図りにくいのは行政の多くが共通して抱える課題であるが、自治体の

スマート化に向けた推進計画の策定は解決策の一つと考えるため、その観点からも検討してほ

しい。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

マイナンバーカードの利便性向上に向けて、市民文化部が全庁的な取りまとめを行うことが示

されたことから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 

 

-73-



四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．４ 

 

事業名 地区市民センター整備事業費について 

事業概要 

地区市民センターの老朽化対策や和室バリアフリー化等を計画的に

行うとともに、老朽化が進んでいる施設・設備の修繕を実施し、安全

性・快適性を高め利便性の向上を図った。 

決算額 地区市民センター整備事業費 93,512,710円  

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 地区市民センターの整備実施について 

 今後の地区市民センターの整備実施に向けては、地区市民センターに求められる機能及び必要

となる設備等について調査研究及び精査を行う中で整備方針を定め、整備事業計画を策定した上

で、着実かつ効率的に実施していくべきである。 

※参考 事業実施に関する意見 ⑤その他（事業実施手法の見直し など） 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

  地区市民センターの整備について、計画的に施設の維持を図るためのアセットマネジメント

及び、総合計画に掲げた窓口や防災面等の機能強化などを行うとともに、今後、さらに求めら

れる機能にかかる整備事業計画の策定に向けて、防災、福祉、利便性などの観点から必要とな

る設備等を検討するため、現状機能や同規模他都市の先進事例などにかかる調査研究及び精査

を行う経費として１，６００千円を当初予算案に計上した。 

  ＜今後の予定＞ 令和３年４月 方向性等について庁内調整（スプリングレビュー） 

              ９月 ８月定例月議会産業生活常任委員会協議会にて協議 

【令和３年度当初予算】 １，６００千円 （前年度当初予算 －） 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【意見】 

・非常用電源については、風力発電や太陽光発電などの導入を検討し、必要と認める場合は整備

事業計画の中に盛り込んでほしい。 

・Wi-Fi 環境整備やタブレットの導入は進んでいるが、障害者への合理的配慮の観点から、タブ

レットへの筆談機能等の追加などを健康福祉部と連携しながら進めてほしい。 

・整備事業計画を策定するための費用が計上されたことから、反映状況は拡大と評価するが、名

目上で終わらないよう注視していく必要がある。 

２．反映状況 

③拡大 

【議論の趣旨】 

整備事業計画の策定に向けた調査研究及び精査を行う経費が予算計上されたことから、③拡大

に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．５ 

事業名 障害者雇用の促進について 

事業概要 

（障害者雇用促進事業費） 

 障害者雇用に取り組む事業者に対し、雇用に関する研修や先進企業

の取り組みを視察する機会を提供することで、障害者雇用の理解を深

めるとともに、職場への定着を支援する。また、市内に特例子会社や

その支店等を設立し、新たに障害者を雇用する事業者に対し、設立経

費の一部を支援することで、障害者の雇用の場を確保する。 

（障害者雇用奨励補助金） 

身体障害者や知的障害者、精神障害者を雇用する事業主に対して、

国の制度に上乗せをして奨励補助金を交付することにより、障害のあ

る人の雇用機会の拡大を図る。 

決算額 
障害者雇用促進事業費 1,611,524円 

障害者雇用奨励補助金 1,640,000円  

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 障害者雇用の推進について 

障害者雇用については、補助制度の利用実績が少ないなど、支援が十分に行き届いていない現

状があることから、商工農水部と健康福祉部が深い相互理解を図る中で、障害者雇用の促進に向

けた新たな仕組みづくりについて検討すべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大  

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

企業等が障害者雇用に関する理解を深めるため、商工農水部と健康福祉部とが連携し、障害者

雇用に関するパンフレットを作成し、各種支援制度の周知を図っていく。 

また、障害者の雇用促進・職場定着を図るため、障害者を新たに雇用し、継続して雇用した市

内企業等に対して、雇用期間に応じた補助金を支給する。 

 

 【令和３年度当初予算】 

 ・障害者雇用奨励補助金           ４，５６０千円（前年度：４，５６０千円） 

 ・障害者雇用促進事業費           ６，９８６千円（前年度：３，５７６千円） 

   うち、障害者の雇用に関するパンフレットの作成  ２９０千円（前年度：－ ） 

      障害者雇用職場定着支援事業      ３，９１０千円（前年度：－ ） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．公共交通機関の障害者割引は当事者にとって不十分な支援制度であると考えるが、国の支援

が届かないところを本市が補うことについて、健康福祉部と議論しているのか。 

Ａ．健康福祉部では重度の障害者の方が企業に通うための支援を行う施策を用意している。企業

や福祉作業所からも通所が難しい方がいると聞いているため、様々な意見を商工課と障害福祉課で

共有しながら引き続き議論していきたい。 

Ｑ．障害者の雇用に関するパンフレットをどのように活用していくのか。 

Ａ．本市が企業に対して就労支援の周知を行う際に活用するとともに、福祉作業所が企業に働き

かけを行う際に活用することも考えている。 

【意見】 

・雇用の継続を誘導する障害者雇用職場定着支援事業を新たに実施することは前進と考えるが、

今後検証を行ってほしい。 

・将来的には一般雇用につなげていけるような事業展開を期待したい。 

 

２．反映状況 

③拡大 

【議論の趣旨】 

障害者の雇用促進・職場定着を図る新規事業を実施するとともに、健康福祉部との継続的な協

議も行われていることから、③拡大に分類することとした。 

 

-76-



四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．６ 

事業名 コロナ禍を受けた市立四日市病院の感染症対策について 

事業概要 

 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ コロナ禍を受けた市立四日市病院の感染症対策の実施について 

新型コロナウイルス感染症等に対応した病院運営のあり方について検討を重ねるとともに、

今後の感染症のさらなる流行に備え、診療をはじめ医療従事者の働く環境の整備を含めた医療

体制の充実を図るべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大  

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 医療従事者が使用するマスクや消毒液といった感染防止のための消耗品が不足することのな

いよう努めるとともに、清潔で安全な環境を保つために日常清掃及び衛生環境管理等をしっかり

行う。また、感染症対策に従事した職員の労働環境整備のために、感染危険手当の支給、宿泊施

設借り上げおよび看護師のメンタルヘルスカウンセリングの経費を計上する。 

 

【令和３年度当初予算】 

(1)新型コロナウイルス感染症対策に従事した職員の特殊勤務手当 

 感染危険手当：２９，２００千円（前年度当初予算： － ） 

(2)新型コロナウイルス感染症対策従事者用宿泊施設借り上げ 

 職員宿泊施設賃借料：４，２５６千円（前年度当初予算： － ） 

(3)新型コロナウイルス入院患者担当看護師に対するメンタルヘルスカウンセリング 

 臨床心理士報償費：２４０千円（前年度当初予算： － ） 

(4)病院施設全体の清掃 

 清掃業務委託料：１４４，２４３千円（前年度当初予算：１３０，３６１千円） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．感染症対策として行う外来患者への検温や入院患者との面会制限は、安全管理からも効果的

な取り組みであり、コロナ収束後も継続的な実施を検討すべきと考えるが、今後はどのように

対応していくのか。 

Ａ．しばらくは慎重な対応をせざるを得ない状況が続くと考えるが、コロナ収束によって感染リ

スクが低減した場合には、内容に応じて継続して実施するものと段階的に制限を解除していく

ものの判断も必要であると考えている。 

【意見】 

・今後の病院経営に活かせる感染症対策については、コロナ収束後も継続的な実施を検討すべき

である。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

多くの感染症対策が予算計上されたと評価するが、コロナ収束後の病院経営に活かせる取り組

みの整理を期待することから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．７ 

事業名 市営住宅の連帯保証人について 

事業概要 

市営住宅に入居する場合に、四日市市営住宅条例に基づき、原則と

して２名の連帯保証人をたてることを入居の条件としている。なお、

平成 30年３月の国からの通知「公営住宅への入居に対しての取扱いに

ついて」を踏まえ、令和元年度に見直しを検討し、令和２年４月から

65歳以上の者、被保護者、一定の等級を満たす障害者など、必要に応

じて連帯保証人を１名に減じることができる等の要綱を定め、運用を

行っている。 

決算額  

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 市営住宅の連帯保証人に係る制度の見直しについて 

 市営住宅の連帯保証人について、国においては平成 30 年３月発出の通知「公営住宅への入居

に対しての取扱いについて」の中で、民法改正等に伴う入居保証の取扱いに関し、保証人の確保

を公営住宅への入居に際しての前提とすることから転換すべきとの考え方が示され、地方自治体

に対し、住宅困窮者の公営住宅への入居に支障が生じることのないよう、地域の実情等を総合的

に勘案して適切な対応を行うことを求めている。 

 このような背景がある中で、本市においても連帯保証人の確保を市営住宅の入居条件から削除

するとともに、家賃滞納への対策として、これまでの滞納者に対する丁寧な指導に加え、機関保

証制度の活用や、民間の経営手法を参考にするなど、新たな対策について検討を行うべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ⑤その他（実施手法の見直し） 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

連帯保証人の義務付けについては長期的には廃止していく方向で考えており、令和３年度中に

機関保証制度を導入できるように取り組んでいく。 

 

【令和３年度当初予算】 － （反映状況の分類：⑤その他 事業実施手法の見直し等に該当） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

・提言を受けて令和３年度中に機関保証制度を導入するということを明確にしたことは評価す

る。 

・提言に対してスピード感を持って対応したことは評価する。今後、機関保証制度を利用するた

めの費用について、貸付制度を案内するなどなるべく申し込みをしやすい環境を具体的に考え

てほしい。 

・機関保証制度の費用を自力で負担できる人は、今回の見直しで救済されることになるため一歩

前進したと考えるが、次の課題として、費用を自力で負担できない人をどのように支援するか

を引き続き検討する必要がある。 

・機関保証制度の利用にあたっての自己負担が市営住宅入居の新たなハードルになってはならな

いことから、制度の見直し後も状況を調査して議会へ報告してほしい。 

 

２．反映状況 

分類 備考 

①廃止 

 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し 

 

  ※今後の対応  

分科会として、機関保証制度の導入後の状況について、協議会等で報告を受けるととも

に必要に応じて所管事務調査を実施して議論をしていく。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．８ 

事業名 合併浄化槽の水質浄化促進及び普及促進について 

事業概要 

合併浄化槽水質浄化促進事業費は、合併浄化槽を維持管理する際の

指標である法定検査の受検率を向上させるため、法定検査に合格した

合併浄化槽を管理する個人に対して補助金を交付している。 

合併浄化槽設置費補助金は、生活排水対策として合併浄化槽の普及

促進を図るため、新築及び転換の合併浄化槽設置者に対して補助金を

交付している。 

決算額 

＜一般会計＞ 

合併浄化槽水質浄化促進事業費 40,156,000 円 

合併浄化槽設置費補助金 41,760,000 円（国庫支出金 12,950,000 円、県支

出金 3,610,000 円） 

＜下水道事業会計＞ 

生活排水対策事業負担金（人件費）（正職３人 再任用 2 人 臨時 2 人）  

33,852,554 円 

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 合併浄化槽の水質浄化促進及び普及促進について 

１．合併浄化槽の水質浄化促進に係る啓発活動について 

 合併浄化槽の清掃及び保守点検については、管理者が清掃業の許可業者及び保守点検業の登

録業者に依頼する中で行われているが、浄化槽法により義務付けられた、知事指定の検査機関

である三重県水質検査センターによる法定検査については受検率が 50％程度にとどまってい

るのが現状である。合併浄化槽の維持管理が適正になされていない場合、水質の悪化による地

域環境への影響が懸念されるため、今後においては合併浄化槽の適正管理及び法定検査の受検

義務への理解等に係る啓発活動の強化に向け体制の整備を行うとともに、法定検査の受検率向

上に係る数値目標を設定の上、進捗管理を行うべきである。 

 

２．合併浄化槽の普及促進に係る補助制度の見直しについて 

 生活排水処理施設整備計画（アクションプログラム）の見直しにおいて、市街化調整区域に

ついては、従来の計画による公共下水道から合併浄化槽による整備へと変更されることとなっ

たが、このような状況の変化を十分に踏まえた上で、合併浄化槽の普及促進に向け、適正な補

助額や対象者について改めて精査し、より効果的な補助制度について検討を行うべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大 
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【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

１．合併浄化槽の水質浄化促進に係る啓発活動について 

〇「四日市市浄化槽維持管理事業補助金」の改正 

法定検査受検率及び法定検査適正率向上のため、従来の補助金算出方法を見直し、

浄化槽の維持管理に係る費用と水道使用量から求めた下水道使用料の差から、都市計

画税充当額を減じた費用を算出し、現行の維持管理事業補助金額との差の金額を、各

人槽の補助金に増額する。 

 

改正補助金額                        単位：円 

人槽規模  現  行   増  額   改正金額 

5～6人槽    7,000    5,000    12,000 

7～9人槽    9,000    5,000    14,000 

10～50人槽  12,000    5,000     17,000 

 

令和２年度予算額 45,729 千円 (5,459基) 

令和３年度予算額 72,900 千円（5,452基） 

 

改正四日市市合併処理浄化槽維持管理補助金の算出根拠      単位：円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*浄化槽維持管理費：『浄化槽の維持管理の実態に関する調査業務報告書 平成 25 年 3 月 環境省』 

*2 か月下水道使用料：平均使用水量（平成 31 年４月～令和 2年 3 月の平均水道使用量）から算出 

*平均使用水道量を求めた人槽は 5 人槽 

*世帯当都市計画税下水道（汚水）充当額：下水道（汚水）への充当総額を納税者で除して算出 

 

   〇合併浄化槽の法定検査受検率及び法定検査適正率の数値目標 

法定検査受検率及び法定検査適正率を下記のように定め進捗管理を行う。 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

法定検査受検率 58.1％   61.1％   64.1％ 

法定検査適正率   52.9％   55.6％   58.3％ 

 

   ○法定検査適正率向上に向けた体制の強化 

啓発活動をより強化するため、現在シルバー人材センターへ委託している啓発業務

委託から、浄化槽法に則った立入検査や指導が可能となる職員による啓発活動に転換

する。（職員６名増員） 

 

令和２年度予算額 35,304 千円 

令和３年度予算額 47,351 千円 

 

人槽 

浄化槽 

維持 

管理費 

(a) 

2か月 

下水道 

使用料 

(b) 

年間 

下水道 

使用料 

(c)= 

(b)×6 

差額 

(d)= 

(a)-(c) 

世帯当 

都市計画税 

下水道(汚水) 

充当額 

(e) 

補助額 

(f)= 

(d)-(e) 

千円止 

増額 

5～6 65,000 7,788 46,728 18,272 5,477 12,000 5,000 
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２．合併浄化槽の普及促進に係る補助制度の見直しについて 

  ○「四日市市合併処理浄化槽設置整備補助金」の改正 

転換補助において高齢者（６５歳以上）のみが居住し、かつ非課税世帯である場合

は１０％の割り増しを行う。（増額 735 千円：12基） 

なお、令和３年度より、基本額の算出根拠となる交付金基準額が改正されることか

ら、当該補助金額を改正する。 

                    

 

令和２年度予算額 63,300 千円(200 基) 

令和３年度予算額 60,600 千円(200 基) 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

（１）合併浄化槽の水質浄化促進 

・今回の補助金の増額の対応は評価する。ただし合併浄化槽の型式等で維持管理の費用が異

なるため、きめ細かに対応していくことも今後検討してほしい。 

・他市の状況もモニタリングしながら継続して補助額について検討していってほしい。 

・過去から適切に管理してきた市民が不公平を感じないような補助金制度を構築すべきでは

ないか。 

・補助金の見直しだけでなく適切な生活排水処理のために補助金の改正について周知、広報

を行ってほしい。 

 

（２）合併浄化槽の普及促進 

・合併浄化槽設置整備補助金について、高齢者のみが居住しかつ非課税の世帯である場合に

対して、補助金を増額したことは評価する。 

・合併浄化槽設置整備補助金について、国の補助基準は減額となったことから、補助額を減
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額したことについて理解はするが、市として合併浄化槽の設置・転換の支援についてさら

に強化してほしい。 

・合併浄化槽の設置に踏み込めない高齢者へのさらなる支援について、下水道料金との差だ

けではなく別の視点からも、今後検討してほしい。 

 

２．反映状況 

分類 備考 

①廃止 

 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他  
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．９ 

事業名 緊急輸送道路について 

事業概要 

緊急輸送道路は、高速自動車国道、一般国道及びこれらを連絡する

幹線的な道路並びにこれらの道路と都道府県知事が指定するもの（地

方公共団体等の庁舎等の所在地、救援物資等の備蓄地点等及び広域避

難地など）とを連絡し、またはそれらの拠点を相互に連絡する道路及

びそれらを補完する道路と定義されており、地震後の利用特性により、

第１次から第４次までに区分されている。 

緊急輸送道路沿いの一定の高さを超える建築物については耐震改修

促進法に基づき、三重県が第１次緊急輸送道路沿いの建築物の耐震診

断を義務付けたことを受け、市も同様の義務付けを行っている。この

耐震診断及び補強計画に対しては国・県・市の協調による補助が実施

されている。 

決算額 
耐震診断義務化沿道建築物耐震診断補助 21,041,000 円（４件） 

耐震診断義務化沿道建築物耐震補強計画補助 5,567,000 円（２件） 

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 緊急輸送道路に係る対応について 

１．緊急輸送道路の機能確保について 

 現在、第１次緊急輸送道路沿道の建築物については、国・県・市の協調により耐震診断及び

耐震補強計画に係る補助が実施されているが、第２次から第４次の緊急輸送道路に関しては、

災害発生時の適切な輸送路確保に向けた対策が行われていない。国・県の動向を待つだけでな

く、市としても積極的な姿勢が求められる。 

緊急輸送道路沿道の建築物の耐震対策に関し、第２次から第４次までの沿道の状況について

点検を行い現状を把握するとともに、液状化対策や無電柱化に向けた対応は他自治体の取り組

み事例を研究するにとどまっていることから、さらに踏み込んだ検討が必要である。なお、無

電柱化については、新技術の確立等により従来よりも安価に整備ができるようになる可能性が

あり、空飛ぶ車等の将来的なインフラへの対応や総合計画に示されたスマートシティ構想等、

緊急輸送道路以外の視点からも無電柱化は推進すべきであることから、新たな手法についても

検討すべきである。 

 また、災害発生時の緊急車両等のスムーズな通行や住民の円滑な避難を担保するため、緊急

輸送道路の位置やその意義について、市民への啓発をあわせて行っていくべきである。 

 

２．緊急輸送道路の指定について 

  緊急輸送道路の確保は発災時の市民の生命に大きく影響する。三重県は総合防災拠点完成ま 

では国道 477号四日市湯の山道路を第１次緊急輸送道路に見直す議論はできないとの見解を示 

令和３年２月定例月議会 

予算常任委員会資料 

危機管理室 

予算書 P102～P105 
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しているが、総合防災拠点は完成目前であり、この道路の第１次緊急輸送道路への見直しなど 

ネットワーク区分の見直しについて、早急に三重県と協議すべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ⑤その他（事業実施手法の見直し など） 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

１．緊急輸送道路の機能確保について 

 これまでに行ってきた、国道４７７号四日市湯の山道路等、第２次緊急輸送道路における沿

道建築物の現地確認状況を踏まえつつ、関係各所と協議を進めてきた。 

今般、都市整備部において「四日市市建築物耐震改修促進計画」を改定する中で、まずは第

１次緊急輸送道路の沿道建築物と同様に、第２次緊急輸送道路についても沿道建築物の耐震診

断の義務付けを行うこととし、耐震診断や耐震補強に係る補助経費を令和３年度当初予算に計

上した。 

なお、液状化対策や無電柱化については、今後も引き続き調査研究を進めるとともに、災害

発生時の緊急車両等のスムーズな通行や住民の円滑な避難を担保する「緊急輸送道路に係る情

報」を、機会をとらえ、市ホームページや広報よっかいち（文字）、ワークショップや講座（口

頭）等、複数の手段で周知・啓発していく。 

 

【令和３年度当初予算】                  うち診断 15,296千円 

耐震化促進事業費のうち沿道建築物：３８９，８６７千円  うち設計 10,667千円 

（前年度当初予算：１０８，３００千円） うち改修 363,904千円 

 

２．緊急輸送道路の指定について 

緊急輸送道路の見直しについては、三重県が毎年度末をめどに行っている。県は第１次緊急

輸送道路を「県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港等を連絡する道路」、第２次緊急

輸送道路を「第１次緊急輸送道路と市区町村役場、主要な防災拠点（行政機関、公共機関、主

要駅、港湾、ヘリポート、災害医療拠点等）を連絡する道路」と定義しており、従来国道４７

７号は「第２次緊急輸送路」とされていた。 

令和２年度末の見直しにおいて国道４７７号を「東名阪自動車道四日市インターチェンジを

経由し、三重県庁と四日市市役所と連絡する道路」として、第１次緊急輸送道路に指定される

よう、引き続き三重県に対し働きかけている。 

 

【令和３年度当初予算】 － 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

Ｑ．緊急輸送道路の機能確保について、第２次緊急輸送道路についても沿道建築物の耐震診断の

義務付けを行い、耐震診断や耐震補強に係る補助経費を計上してきたことは評価できるが、無

電柱化に関する取り組み状況はどうか。 

Ａ．電気事業者や都市整備部と協議の場を設けたが、課題等もあり事業化には至っていない。 

Ｑ．どういった課題があったのか。 

Ａ．費用負担の増大や復旧に要する時間の増加、変圧器を地上付近に設置することで浸水被害に

脆弱性があるといった課題が分かった。 

（意見）無電柱化にコストはかかるかもしれないが、公共工事として経済に寄与するという面も

ある。また、復旧に時間を要するかもしれないが、電柱が倒れてけがをしたり、命を失うリス

クは軽減できる。さらに、浸水に脆弱性はあるかもしれないが、台風等の風による被害には強

いなど、メリットと捉えることもできるので、前向きに検討してほしい。 

Ｑ．耐震診断や耐震補強等が必要な沿道建築物の数を踏まえたうえで予算を計上しているのか。 

Ａ．対象となる建築物を把握したうえで計上している。耐震診断を実施したうえで耐震補強等の

対策を実施することになるので、耐震診断の補助金として計上している。 

Ｑ．対象となる沿道建築物については、すでに具体的な協議に入っているのか。 

Ａ．都市整備部が主に担当しているため、庁内で連携を取りながら建物の施主に働きかけを行っ

ているところである。 

（意見）ある程度時間がかかることも想定されるので、都市整備部と連携しながら取り組んでほ

しい。 

Ｑ．第１次緊急輸送道路への指定についてはどうなったか。 

Ａ．正式に第１次緊急輸送道路に指定されることが決定した。 

（意見）沿道建築物の耐震診断や耐震補強にかかる予算が拡充されており、国道４７７号の第１

次緊急輸送道路への指定も実現したので、反映状況はおおむね③拡大として良いと考えるが、

無電柱化や液状化対策については引き続き取り組むべきである。 

（意見）無電柱化や液状化対策については対策に時間がかかると思うので、今後も検討を続ける

とともに、取り組み状況を総務常任委員会に報告してほしい。 

 

２．反映状況 

分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 

※無電柱化や液状化対策については引き続き取り組みを続け、適宜総務常任委員会に報告を求め

ることとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．10 

事業名 実行委員会形式の３事業について 

事業概要 

「第 56回文化都市四日市を創る大四日市まつり」、「第 32回四日市花火大

会」、「四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル（全国ジュニア自転車競

技大会）」について、いずれも市長を会長（名誉会長）とする実行委員会形式

により運営されており、市は、その開催に要する経費の一部を四日市市補助

金等交付規則に基づき補助している。 

決算額 

大四日市まつり事業費補助金 25,000,000円 

四日市花火大会事業費補助金 24,800,000円 

四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル事業費補助金 21,000,000 円 

翌年度予算への提言 
    

＜提言＞ 実行委員会形式事業の在り方の検討について 

  実行委員会形式で実施されている事業について、市は開催に係る経費の一部を補助しているが、

実行委員会は、いずれも会長（名誉会長）を市長が、実行委員長を副市長が務めていることをはじ

め、他にも複数の市職員が公務として参画していることから、法に反しないとはいえ、補助金の流れ

としては不適切ではないかと感じられる。 

  加えて、各種団体の実行委員会への参画はあるものの、事業全体に深く携わることが難しいため、

調整業務等の多くを事務局が担当することとなり、市職員への負担が大きくなっていることも大き

な課題である。 

    こうした状況に鑑み、現在の実行委員会による事業の運営や、それに対する補助金支出という手

法が果たして適当であるのかを改めて検証し、民間委託等も含めた将来的な事業のあり方について

全庁的な議論を開始すべきである。 

  今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、大四日市まつり、四日市花火大会、 

四日市サイクル・スポーツ・フェスティバルはいずれも中止となり、実行委員会が開催されな 

いことから実行委員会の在り方等の議論は進んでいないとのことであるが、四日市花火大会に 

おいては例年同じ業者が企画運営業務を行うなど、改善の余地もみられるため、補助金等を支 

出する市の立場から最適なあり方を模索すべきである。 

  そのための手法として本市の観光協会や文化協会等が各種イベントを担うことも考えられ 

るが、現時点ではイベントの運営に携わるほどの体制とはなっていない。観光協会をはじめと 

する各種団体とともに本市のシティプロモーションを推進していけるよう、適切な財政的、人 

的支援を検討すべきである。 

  なお、運営手法の検討に当たっては、リスク管理の観点はもちろんのこと、効果的なシティ 

プロモーションの観点も持ち、イベントをこれまで以上に市内外から注目され、市民の誇りに 

つながるものとすべく取り組むべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ⑤その他（事業実施手法の見直し など） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 

[観光交流課] 

令和２年度に開催を予定していた「大四日市まつり」「四日市花火大会」「四日市サイクル・スポー

ツ・フェスティバル」については、新型コロナウイルスによる来場者等の安全・安心面の確保や、さ

らなる感染症拡大防止の観点から、三重県発出の「新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた指針」

などを踏まえ、中止とした。 

令和３年度についても、『三重県指針』にある、「全国的に参加が見込まれる行事や、参加者や見物

人の移動を伴う行事など、参加者の把握が困難なものについては、中止を検討する」を踏まえるとと

もに、昨今の感染者数増大の状況からも開催が困難であると判断されることから、実行委員会におい

ては、不特定多数が集う「大四日市まつり」「四日市花火大会」を開催するべきではないと判断し、

当初予算の計上は行っていない。 

また、「四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル」については、新型コロナウイルス感染症対

策として、参加カテゴリー毎の受付時間の分散やソーシャルディスタンスを確保するなど、新しい生

活様式を取り入れて開催した大会もあることから、コロナ対策費用に加え、動員など市職員の労力を

減らすための経費を含め当初予算計上を行った。 

今後の実行委員会形式の３事業については、コロナ禍におけるイベント事業実施の是非とともに、

事業運営の方向性も含め、各実行委員会での協議を進めながら検討していきたい。 

なお、観光協会においては、令和３年４月１日の一般社団法人化を目指して、現在手続きを進めて

いることから、イベント運営の担い手としての可否について、今後とも協議を図っていく。 

 

【令和３年度当初予算】 

（１）大四日市まつり 計上なし：（前年度当初予算：２９，０００千円【中止】） 

（２）四日市花火大会 計上なし：（前年度当初予算：３１，７００千円【中止】） 

（３）四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル 

：３４，６００千円（前年度当初予算：２６，０００千円【中止】） 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

Ｑ．観光協会の令和３年４月１日の一般社団法人化を目指して手続きを進めているということだが、

現在の状況を確認したい。 

Ａ．観光協会の臨時総会で一般社団法人化が決定した。将来的に経営が軌道に乗るよう、令和３年度は

観光協会が担うべき業務を精査したり、観光業の許認可の取得を進めるなどの協議を進めていきた

い。実行委員会形式の３事業を直ちに担うことは難しいと考えるが、まずは四日市花火大会の主催

を観光協会に担っていただく方向で調整していきたいと考えている。 

Ｑ．観光シティプロモーション協議会に支払っていた補助金のうち、人件費分を観光協会への委託費

に移したとの説明があったが、その意図を教えてほしい。 

Ａ．市、商工会議所、観光協会で構成する観光シティプロモーション協議会に就いていた職員を観光協

会の専属とするため、その分の人件費を移したものである。また、一般社団法人化することで、会計

処理もより厳格にする必要がある。業務と人員のバランスを見ながら、まずは十分な予算をつけて、

地域資源の調査や観光動向調査、情報交換といった新規事業の実施を委託する中で、今後の方向性

を探っていきたい。 
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Ｑ．毎年同じ業者が花火大会の企画運営業務を担っている。また、花火の打ち上げ、制作などにかかる

費用よりも、企画運営委託、警備委託等にかかる費用のほうが高額であるといった課題に対する取

り組みはどうなったか。 

Ａ．現在の場所で花火大会を行う場合、どうしても雑踏警備等に費用がかかるため、企画運営委託、警

備委託等にかかる費用はこれ以上削れない。花火にかかる費用を増額すれば、費用のバランスを改

善することはできるが、総額はその分増加することになる。これまで、様々な変遷を経て現在の開催

場所になった経緯がある。委託業者についても、実行委員会名義で見積合わせを行い、手順を踏んで

選定している。 

Ｑ．事業主体の担い手として観光協会に焦点を絞って働きかけを行った方向性は良いと思うが、この

ままなし崩し的に実行委員会形式の事業が増えていくのではないかと危惧しているがどうか。 

Ａ．他市の花火大会等でも観光協会が主催している事例があり、観光協会が担うことができるという

判断のもとで観光協会にも打診をしている。花火大会を開催するノウハウ等を習得するために、令

和３年度は協議を進め、必要な人員規模の把握など、体制整備を進めたい。 

Ｑ．令和３年度は大四日市まつりや花火大会は中止になっている。その間に実行委員会に事業主体の

改革について諮り、方向性を決めるべきではないか。これまで本件を実行委員会に諮ったことはあ

るのか。 

Ａ．実行委員会の協議の場に上げたことはない。 

Ｑ．提言内容を受けて実行委員会を開催しようとしなかったのか。 

Ａ．令和２年度は花火大会の中止の判断を集中的に議論したため、提言内容までは議論が及ばなかっ

た。 

Ｑ．令和３年度の花火大会の中止の判断は実行委員会を開催して決定したのか。 

Ａ．新型コロナウイルス感染症の拡大状況を受けて、書面で諮り、決定した。 

Ｑ．それぞれの実行委員会の招集は誰が行うのか。また、実行委員会は常に存在するのか。 

Ａ．会長が行う。大四日市まつりであれば市長、花火大会であれば観光協会の会長が行う。実行委員会

を構成する委員は１年任期だが、招集自体はいつでも可能である。 

 

 

２．反映状況 

 
分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 

 

 

 

 

 

 

 

※新型コロナウイルスの影響で各種イベントが開催できないため、分類は不可能と判断した。令和３

年度中に実行委員会を開催して提言内容について諮り、早急に方向性を決める必要がある。実行委員

会において協議した結果については報告を求める。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．１ 

事業名 市民ニーズを踏まえた保育サービスの提供について 

事業概要 

就学前児童の保育については、保育ニーズの高まりにより入園希望

者の増加が続いているため、就労等の事情により保護者が子どもを安

心して預けることができるよう、新たな私立保育園３園の建設費補助

を行った。 

また、私立保育所において適切な運営ができるよう指導及び助言を

行うとともに、保育内容の充実のため、各種補助施策を実施した。 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞  良質な保育の提供に向けた保育士の処遇改善について 

 保育士にとって働きやすい環境を整えることが良質な保育の提供に繋がるため、公立保育園、

私立保育園に関わらず保育士給与等の処遇改善や職員の適正配置等を早急に実施する必要があ

り、関連予算を拡大することを提言する。 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

保育ニーズの高まりの中、保育園・こども園における保育士の就業継続及び新たな人材の確

保につながるよう、働きやすい保育環境の充実を図る。 

そのため、令和２年度には私立保育園正規職員の給与改善補助単価の拡充や、公立保育園・

こども園で事務補助を行う会計年度任用職員（パートタイム）の勤務時間の延長を行いました。 

令和３年度は、私立保育園正規職員の給与改善補助等を継続して実施するとともに、一層の

保育環境の充実を図るため、保育士の保育に係る周辺業務（清掃、消毒等）を担う保育支援者

（用務員）を公立保育園に配置するとともに、私立保育園・こども園に対しては、保育支援者

（用務員）の配置に係る経費の補助を行い、保育士が保育業務に集中できる体制づくりに取り

組む。 

 

【令和３年度当初予算】 

① 私立保育園正規職員の給与改善補助：８８，０００千円（前年度当初予算：８７，７７４千円） 

② 会計年度任用職員経費（保育園事務支援）：５０，１２４千円（前年度当初予算：４９，７２８千円） 

③ 保育体制強化事業費補助金【新規】：３７，２００千円（前年度当初予算：―） 

④ 会計年度任用職員経費（保育園用務支援）【新規】：５３，１２３千円（前年度当初予算：―） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

（意見）：令和３年予算への反映状況としては変わっていないが、令和２年度予算ではかなり増額し

ていただき反映されているので一定以上の評価をする。現場からは更なる処遇改善が必要であるとい

う声も聞いているので、引き続き対応をお願いしたい。また、教育委員会の魅力ある奨学金の創設事

業において、市定住者は奨学金を返還免除するとのことだったが、四日市市在住ではなくても四日市

市で保育園、幼稚園、こども園に勤務する方について、この奨学金を利用している場合に返還免除す

ることを検討してもらいたい。 

（意見）：令和元年８月定例月議会において提言を行って以降、令和２年度にある程度処遇改善がな

され、令和３年度も保育士が保育業務に集中できる体制づくりに取り組むとのことなので拡大と

評価してよいと考える。 

 

２．反映状況 

 ③拡大 

 

分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．２ 

事業名 文化財関連事業について 

事業概要 

 補助金制度を始めとした文化財関連事業は、文化振興課、観光交流

課、社会教育・文化財課など複数の部署にまたがり設けられている。

煩雑さを軽減するため、各課では、補助金一覧表を用いた統一的な案

内を実施している。 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 文化財関連事業の見直しについて 

  地域に根ざした伝統文化が、教育、観光、地域活動における重要な資産として、十分に活用

されるよう、複数の部署にまたがる文化財関連事業を見直し、市民にとって、よりわかりやすく、

使いやすいリニューアルを検討すべきである。 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 

[３課共通] 

  本市の伝統文化を教育や観光、地域づくりにより活用していくため、文化財関係課（文化振

興課、社会教育・文化財課、観光交流課）による会議を随時開き、情報共有及び連絡調整を行

っている。 

令和 2 年度は、補助金の活用等が市民に対して不便のないよう、自治会や地域活動団体等の

活用に資する助成制度をまとめた「地域団体への助成制度のしおり」に３課で扱っている文化

財関連の補助金などを掲載するなど周知に努めたところである。引き続き、市民には丁寧でわ

かりやすい案内を行っていく。 

 なお、文化財関連事業の見直しについては、現在の文化振興課と社会教育・文化財課を市長

部局において統合することを念頭に、組織の見直しについて検討を進めている。 

 

[社会教育・文化財課] 

  鳥出神社の鯨船行事については、令和 2 年度に新たに設けた観覧環境の整備などへの補助金

の制度により、令和 3 年度も引き続き支援を行っていく。 

 ユネスコ無形文化遺産継承支援活用事業費：５００千円 継承支援補助（1/2､上限 500千円） 

            （前年度当初予算：５００千円） 

[文化振興課] 

 「地域の文化遺産の保存・継承支援事業補助金」については、令和３年度予算案での内容変更

等はなく、同補助金の活用を進めるため、地区市民センターを通じた地域へのＰＲをはじめ、

保存団体等へ個別に同補助金の案内をするなど、丁寧に周知を行っていく予定である。 
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 地域の文化遺産の保存・継承支援事業補助金：１，４００千円 

             （前年度当初予算：１，４００千円） 

 

[観光交流課] 

「大四日市まつり 山車等復元に対する助成金交付に関する規約」に基づき、復元や修理を

必要とする山車等に対して、大四日市まつり実行委員会の自主財源（基金）から必要に応じて

助成を行うものであることから、当初予算措置は行っていない。 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

（１）総務分科会 

Ｑ．年度末を目途に組織統合を検討していくとのことだったがどうなったか。 

Ａ．社会教育・文化財課と文化振興課が統合に向けて調整中である。なお、社会教育・文化財課

が令和４年度策定を目指して四日市市文化財保存活用地域計画の議論を進めており、文化振興

課や観光交流課もその議論に参加している。引き続き、市民にとって使いやすい制度を目指し

て部局間で連携していきたい。 

（意見）方向性は良いと思うが、あまり進んでいない印象を受ける。早急に進めるべきである。 

 

（２）教育民生分科会 

Ｑ：市長部局での統合を現在検討しているのか。 

Ａ：文化財をまちづくりの一環として考えるにあたり、社会教育・文化財課としては、市民文化部

文化振興課と統合した方がいいのではないかと考えているが、全庁的な組織の見直しということも

あるので最終的な部分についてはまだ決定していない。 

Ｑ：当初予算への反映という部分では組織は見直されておらず現状のままということか。 

Ａ：令和３年度については現状のままである。 

（意見）：現在組織の見直しについて検討を進めており、令和３年度も引き続き協議を継続するとい

うことなので、組織の見直しをした上で、各事業をどう拡充するのかという議論になると考える。

現時点では⑤その他として、引き続き調整をしてもらいたいという整理でよいのではないか。 

（意見）：市長部局への統合を念頭に検討を進めているとのことだが、検討の経過やいつまでに結論

を出すのかという部分はもう少し説明すべきである。 

（意見）：各課の業務の状況と、市長部局に統合した際の効果や方向性を踏まえて検討すべきで、それ

が無いのに無理やり統合しても意味がない。文化財を残すかどうかの判断は難しいので、保存にか

かる事業費とそのための財源の確保について検討する習慣づけが必要である。また、今後コロナ禍

によって税収が減少すると、文化財の保護は端に追いやられる可能性があるので、その際にどう取

捨選択するのかという政治判断も出てくると考えるので、そういった部分を考えてほしい。 

（意見）：組織の見直しについては無理、無駄が生じないようにしてほしい。 

 

（３）産業生活分科会 

【意見】 

・文化振興課と社会教育・文化財課の業務の統合を前提とした組織の見直しの検討を進めている

ため、一定の評価をしたい。 
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２．反映状況 

（１）総務分科会 

 

分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 

（２）教育民生分科会 

⑤その他（事業実施手法の見直し過程） 

 

分類 備考 

①廃止 

次年度事業費予算に関連するもの 
②縮小 

③拡大 

④新規事業の実施 

⑤その他 事業実施手法の見直し など 

（３）産業生活分科会 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

文化振興課と社会教育・文化財課の業務の統合を前提とした組織の見直しの検討を進めている

ことから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．３ 

事業名 
磯津漁港海岸及び楠漁港 

海岸保全施設長寿命化計画書作成業務委託 

事業概要 

 老朽化が進行している磯津漁港海岸及び楠漁港海岸における海岸保

全施設について、その防護機能を可能な限り長期間維持できるよう支

障が生じる前に計画的に対策を講じる予防保全の考え方に基づき、各

種海岸保全施設の点検に関する計画及び修繕等に関する計画を作成す

る。 

決算額   

翌年度予算への提言 
  

＜提言＞ 海岸保全施設の耐震化対策について 

海岸保全施設の整備に当たり、両港については長寿命化計画のもと施設改修が進められている

が、老朽化対策のみならず、液状化等の耐震化対策についても、国の動向を待つことなく、同時

施工による経済的メリットについても十分勘案の上、実施に向け検討すべきである。 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

【農水振興課】 

 長寿命化計画に基づき、緊急性の高い老朽化した海岸堤防の施設改修を行っており、同時に耐震化

対策を行っているが、海岸堤防の耐震化は連続するすべての堤防で対策を講ずることによって、効果

が発揮できるものであることから、既に策定した長寿命化計画に令和２年度の耐震調査の結果を踏ま

え、隣接する三重県と調整し、対応を検討していく。 

【令和３年度当初予算】 

 海岸保全施設整備事業費のうち 

  楠漁港海岸堤防改修工事（上部工）：３０，０００千円（前年度予算：１７０，０００千円） 

  漁港海岸堤防耐震調査業務委託：   －    千円（前年度予算： １０，０００千円） 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．整備の進捗状況を確認したい。 

Ａ．楠漁港で老朽化対策と耐震化対策を行っており、耐震調査の結果を踏まえて今後の耐震化対

策をどのように着手していくかを検討する予定である。 

Ｑ．なぜ三重県と調整する必要があるのか。 

Ａ．本市は２km強の漁港の海岸線を管理しているが、海岸堤防の耐震化は、連続するすべての堤防

で対策を講ずることで効果を発揮するため、近隣の海岸線を管理する三重県と調整して整備する

必要がある。本市が今年度に行った耐震調査をもって、来年度には協議を行う予定としている。 
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２．反映状況 

③拡大 

【議論の趣旨】 

耐震調査を実施し、三重県と耐震化に向けた協議を行う予定としていることから、③拡大に分

類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．４ 

事業名 救命救急センター（ＥＲ）について 

事業概要 

 救命救急センター（ＥＲ）は救急の専門医２名を中心として研修医

を配置するとともに、各科の医師がバックアップにあたる体制で運用

がなされている。 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 救命救急センター（ＥＲ）の体制充実について 

１．体制の充実について 

  市立四日市病院における救急専門医の確保については外的要因によるところが大きいが、設

備増強による環境整備を図ることにより、先進医療への対応等、地域の拠点病院としての役割

を果たすことはもとより、医師に選ばれる医療機関となるとともに院内における救急専門医の

育成及び各科との連携についてもさらなる強化を図るべきである。 

 

２．患者への情報提供について 

  病院としての説明責任を果たすための情報開示のあり方について、調査・研究をすべきであ

る。 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

１．体制の充実について 

  第四次中期経営計画においては救急医療の充実を重点項目の一つとして、外部からの招聘や

院内での育成による救急専従医の確保に引き続き取り組むとともに、各診療科専門医との連携

を一層強化して、救命救急センター（ＥＲ）の体制の充実を図ることとしており、令和３年度

予算では職員給与費のうち医師の増員に係る部分に救急専従医１名分を含む。 

  また、医師の救命救急に係る知識・技術の取得を目的とした研修への参加費を計上する。 

 【令和３年度当初予算】 

救命講習会参加費用：１，０００千円（前年度当初予算１，０００千円） 

 

２．患者への情報提供について 

  患者側へ説明する能力を向上させるため、外部研修や院内研修のための経費を計上する。 

【令和３年度当初予算】 

(1)外部研修受講料：３５０千円（前年度当初予算３５０千円） 

(2)院内研修   ：１５０千円（前年度当初予算１５０千円） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．一般会計繰入金の繰出基準に関連するものはあるのか。  

Ａ．ＥＲに関しては、救急医療に関する収支の不足分が繰出基準となっているため、例えば、救

急専従医を増員したことで、コストが上がる場合には、繰入金は増額できると理解している。 

【意見】 

・一般会計繰入金に関連する市長当局とも調整しながら救急専従医の確保策を練ってほしい。 

・救急専従医の確保は非常に難しいことは理解している。引き続き救急専従医の確保に向けて努

力するとともに、医師の確保に向けた新たな施策を検討することを期待したい。 

・救急専従医の確保が困難であることは把握しているが、他の病院と比較した場合、体制はまだ

まだ不十分であると考える。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

各診療科との連携を一層強化してＥＲの体制の充実を図るとともに、救急専従医の増員に向け

た取り組みも確認できることから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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